
（別紙）

府省等名

内閣官房

内閣法制局

人事院

内閣府

宮内庁

公正取引委員会

国家公安委員会

個人情報保護委員会

カジノ管理委員会

サイバー通信情報監理委員会

金融庁

消費者庁

こども家庭庁

デジタル庁

復興庁

総務省

法務省

外務省

財務省

文部科学省

厚生労働省

農林水産省

経済産業省

国土交通省

環境省

防衛省

会計検査院

府省等計

特定地方警務官（注１）

国立公文書館

統計センター

造幣局

国立印刷局

農林水産消費安全技術センター

製品評価技術基盤機構

駐留軍等労働者労務管理機構

行政執行法人計

合 計

- - - -

-

-

1

1

14

-

3

77

22

30

42

42

1

59

21

29

39

39

-

-

-

-

国家公務員法第106条の25第１項等の規定に基づく報告の概要

（令和８年４月１日～同年６月30日分）

［届出等区分別］

【国家公務員法第106条の23第３項の規定に基づく通知並びに同法第106条の24第１項及び第２項の規定に基づく届出】

国家公務員法第106条
の23第３項の規定に
基づく通知
（在職中の届出）

国家公務員法第106条
の24第１項の規定に
基づく届出
（離職後の事前届出）

国家公務員法第106条
の24第２項の規定に
基づく届出
（離職後の事後届出）

合計

1

-

1

-

-

-

-

-

-

1

（注２）行政執行法人の役員以外の職員に係る国家公務員法第106条の23第３項の規定に基づく通知並びに同法第106条の24第１項及び第２項の規定に
基づく届出を含む。

（注１）特定地方警務官とは、警視正以上の階級にある都道府県警察の警察官（以下「地方警務官」という。）のうち、その属する都道府県警察において巡
査の階級から順次警視の階級まで昇任し、引き続き地方警務官となった者及びこれに準ずるものとして国家公安委員会規則で定める者をいう。

-

-

3

1

-

-

1

-

-

-

-

1

2

-

-

49

-

-

-

1

2

-

-

-

-

-

18

1

-

1

3

-

-

-

-

-

-

-

-

-

14

46

2

2

6

1

4

21

-

-

-

-

5

-

1

2

6

1

4

20

-

-

4

-

78

2

-

4

80

5

-

4

372

-

-

-

-

-

-

32

409

-

-

-

-

-

1

532

32--

【独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第106条の23第３項の規定に基づく通知並びに同法第
106条の24第１項及び第２項の規定に基づく届出等（注２）】

32 5 407 444

- - 3

-

-

1

2

-

-

-

3

2

-

-

- - -

-

-

-

1



内閣官房 - - - - - - - - - 1 - - 1

内閣法制局 - - - - - - - - - - - - -

人事院 - - - - - 1 - - - - - 1 2

内閣府 - - - - - 2 - 1 - 3 - - 6

宮内庁 1 - - - - - - - - - - - 1

公正取引委員会 - - - - - - 1 1 - 2 - - 4

国家公安委員会 1 - - - - - - - - 19 - 1 21

個人情報保護委員会 - - - - - - - - - - - - -

カジノ管理委員会 - - - - - - - - - - - - -

サイバー通信情報監理委員会 - - - - - - - - - - - - -

金融庁 - - - - - - - - 1 4 - - 5

消費者庁 - - - - - - - - - - - - -

こども家庭庁 - - - - - - 1 - - - - - 1

デジタル庁 - - - - - - - - - - - - -

復興庁 - - - - - - - - - - - - -

総務省 - 1 - - - 1 6 2 - 4 - - 14

法務省 8 - - - 1 - 1 7 4 4 17 7 49

外務省 - 1 1 - - - - - - 1 - - 3

財務省 1 1 - - - 9 3 5 17 32 6 3 77

文部科学省 - 1 3 - - 4 2 10 - 2 - - 22

厚生労働省 3 - - - - 6 6 2 7 4 1 1 30

農林水産省 - - 1 - - 9 17 1 3 10 - 1 42

経済産業省 4 - 1 - 3 1 16 - 2 14 - 1 42

国土交通省 7 1 1 1 - 7 42 1 2 13 1 4 80

環境省 - - - - - 2 - 1 - 2 - - 5

防衛省 - - - - - - - - - - - - -

会計検査院 2 - - - - - 1 - - 1 - - 4

府省等計 27 5 7 1 4 42 96 31 36 116 25 19 409

特定地方警務官（注１） 3 - - - - - 5 - 6 17 - 1 32

国立公文書館 - - - - - - - - - - - - -

統計センター - - - - - - - - - - - - -

造幣局 - 1 - - - - - - - - - - 1

国立印刷局 - - - - - - - - - 2 - - 2

農林水産消費安全技術センター - - - - - - - - - - - - -

製品評価技術基盤機構 - - - - - - - - - - - - -

駐留軍等労働者労務管理機構 - - - - - - - - - - - - -

行政執行法人計 - 1 - - - - - - - 2 - - 3

合 計 30 6 7 1 4 42 101 31 42 135 25 20 444

【国家公務員法第106条の23第３項の規定に基づく通知並びに同法第106条の24第１項及び第２項の規定に基づく届出】

特殊
法人

認可
法人

公益社団
法人又は
公益財団
法人

国家公務員法第106条の25第１項等の規定に基づく報告の概要

（令和８年４月１日～同年６月30日分）

［再就職先区分別］

（注１）特定地方警務官とは、警視正以上の階級にある都道府県警察の警察官（以下「地方警務官」という。）のうち、その属する都道府県警察において巡査の階級から
順次警視の階級まで昇任し、引き続き地方警務官となった者及びこれに準ずるものとして国家公安委員会規則で定める者をいう。

【独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第106条の23第３項の規定に基づく通知並びに同法第106条の24
第１項及び第２項の規定に基づく届出等（注２）】

（注２）行政執行法人の役員以外の職員に係る国家公務員法第106条の23第３項の規定に基づく通知並びに同法第106条の24第１項及び第２項の規定に基づく届出を
含む。

学校法
人、社会
福祉法人
又は更生
保護法人

その他の
非営利法

人

営利
法人

自営業 その他
独立
行政
法人

国又は地
方公共団
体の機関

一般社団
法人又は
一般財団
法人

国立大学
法人

合計

再就職先
区分

府省等名
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自 至

1 中嶋 昌幸 49
警察庁長官官房調
査官

R8.2.9 R8.4.17

①佐賀県警察本部
警務部長
②警察庁長官官房
調査官

①R8.2.9
②R8.7.9

①R8.7.8
②R8.7.31

①人事、給与、予
算、警察装備、警
察教養等に関する
事務
②長官官房に関す
る事務

R8.7.31 R8.8.1
アバナード株式
会社

テクノロジー
サービス

シニア・マ
ネージャー

無 無

2 山崎 勝行 58
金融庁総合政策局
検査監理官

R7.6.27 R8.5.26
金融庁総合政策局
検査監理官

R7.6.27 R8.6.30
金融検査に関する
総合調整事務

R8.6.30 R8.7.1
合同会社デロイ
トトーマツ

コンサルティン
グ業務

リスクアド
バイザリー
マネージン
グディレク
ター

無 無

3 古川 芳昭 63
関東地方更生保護
委員会委員長

- R8.3.19
関東地方更生保護
委員会委員長

R8.3.19 R8.3.31 仮釈放審理等 R8.3.31 R8.6.1
更生保護法人日
本更生保護協会

更生保護事業 事務局長 無 無

4 小野 翔太郎 31
東京地方検察庁検
事

R8.3.27 R8.4.18

①法務省刑事局付
（弁護士職務経
験）
②東京地方検察庁
検事

①R8.3.27
②R8.4.1

①R8.3.31
②R8.6.15

①法律事務
②検察事務

R8.6.15 R8.6.16
株式会社コナミ
デジタルエンタ
テインメント

デジタルエンタ
テインメント事
業

法務部法務
1課上席主
査

無 無

5 沖 佑里乃 35
東京地方検察庁検
事

R8.4.8 R8.5.14
東京地方検察庁検
事

R8.4.8 R8.8.31 検察事務 R8.8.31 R8.9.1
弁護士法人岩田
合同法律事務所

弁護士業 弁護士 無 無

6 松本 恭典 53
外務省大臣官房審
議官 併任 軍縮不
拡散・科学部

R7.7.8 R8.4.12

①防衛省防衛装備
庁技術戦略部長
②外務省大臣官房
審議官 併任 軍縮
不拡散・科学部

①R7.7.8
②R7.8.1

①R7.7.31
②R8.7.31

①防衛装備庁の所
掌事務に係る科学
技術に関する制度
及び総合的な政策
の企画並びに立案
に関すること
②外務省の所掌事
務に関する総合調
整に関すること並
びに軍備管理及び
軍縮に係る外交政
策に関すること

R8.7.31 R8.8.1
株式会社ベイカ
レント

コンサルティン
グ業務

執行役員 無 無

7 木場 和彦 60
福岡財務支局管財
部長

R7.11.18 R8.4.6
福岡財務支局管財
部長

R7.11.18 R8.6.10
福岡財務支局管内
の国有財産に関す
る事務

R8.6.10 R8.6.22 九州労働金庫 金融業 常勤監事 無 無

番号 氏名 離職日
再就職日
（注３）

国家公務員法第106条の25第１項等の規定に基づく報告
（令和８年４月１日～同年６月30日分）

【１ 国家公務員法第106条の23第３項等の規定に基づく通知関連（注１）】

離職時の
年齢

再就職先の名称
再就職先の業務内

容
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注４）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注５）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職時の官職

約束前の
求職開始

日
（注２）

再就職の
約束をし

た日

約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容
（注２）
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自 至

番号 氏名 離職日
再就職日
（注３）

離職時の
年齢

再就職先の名称
再就職先の業務内

容
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注４）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注５）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職時の官職

約束前の
求職開始

日
（注２）

再就職の
約束をし

た日

約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容
（注２）

8 三井 敬謙 59
近畿財務局総務部
部付

R8.2.20 R8.5.14

①関東財務局首席
財務局監察官
②近畿財務局総務
部部付

①R8.2.20
②R8.6.16

①R8.6.15
②R8.6.16

①職員の服務監察
②総務部に関する
業務

R8.6.16 R8.6.17 成協信用組合 金融業 参与 無 無

9 佐々木 誠人 58
近畿財務局神戸財
務事務所次長

R8.4.1 R8.4.22
近畿財務局神戸財
務事務所次長

R8.4.1 R8.7.1

神戸財務事務所管
内における経済動
向等の調査及び国
有財産の管理、金
融機関の監督に関
する事務等

R8.7.1 R8.7.2
北おおさか信用
金庫

金融業 参与 無 有

10 平井 芳一 57
近畿財務局総務部
部付

R8.3.23 R8.4.8

①中国財務局鳥取
財務事務所長
②近畿財務局総務
部部付

①R8.3.23
②R8.7.1

①R8.6.30
②R8.7.1

①鳥取財務事務所
における経済動向
等の調査及び国有
財産の管理、金融
機関の監督に関す
る事務等
②総務部に関する
業務

R8.7.1 R8.8.1
きのくに信用金
庫

金融業
総合監査部
副部長

無 有

11 山下 哲也 58

九州財務局証券取
引等監視官 兼 九
州財務局証券検査
官

R8.2.4 R8.3.27

九州財務局証券取
引等監視官 兼 九
州財務局証券検査
官

R8.2.4 R8.7.1
金融商品取引業者
の検査等に関する
事務

R8.7.1 R8.7.16
一般社団法人南
九州信用金庫協
会

南九州地区の信
用金庫の健全な
発展を図るため
の事業

事務局長 無 有

12 吉崎 毅 59
東海財務局総務部
部付

R8.1.6 R8.3.18

①中国財務局理財
部検査監理官
②東海財務局総務
部部付

①R8.1.6
②R8.7.1

①R8.6.30
②R8.7.1

①中国地域におけ
る金融検査に関す
る事務
②東海財務局の総
務部に関する事務
等

R8.7.1 R8.8.1 中日信用金庫 金融業
監査部部長
待遇

無 無

13 藤本 俊夫 60
国税庁大阪国税局
伊丹税務署長

R8.4.6 R8.5.15
国税庁大阪国税局
伊丹税務署長

R8.4.6 R8.7.9
内国税の賦課及び
徴収に関する事務
等

R8.7.9 R8.7.16
公益社団法人西
成納税協会

税務知識の普及
と納税意識の高
揚に資する各種
事業等

専務理事 無 無

14 阿南 一男 61
国税庁大阪国税局
西宮税務署長

R8.4.15 R8.4.27
国税庁大阪国税局
西宮税務署長

R8.4.15 R8.7.10
内国税の賦課及び
徴収に関する事務
等

R8.7.10 R8.7.13
公益社団法人堺
納税協会

税務知識の普及
と納税意識の高
揚に資する各種

     事業等

専務理事 無 無

15 荒内 洋之 61
国税庁東京国税局
江戸川南税務署長

R7.12.11 R8.2.4
国税庁東京国税局
江戸川南税務署長

R7.12.11 R8.7.10
内国税の賦課及び
徴収に関する事務
等

R8.7.10 R8.7.20
スタートパート
ナーズ税理士法
人

税理士業
東京本社事
務員

無 有

4



自 至

番号 氏名 離職日
再就職日
（注３）

離職時の
年齢

再就職先の名称
再就職先の業務内

容
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注４）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注５）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職時の官職

約束前の
求職開始

日
（注２）

再就職の
約束をし

た日

約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容
（注２）

16 上田 仁 61
国税庁東京国税局
江戸川北税務署長

R8.3.10 R8.3.26
国税庁東京国税局
江戸川北税務署長

R8.3.10 R8.7.10
内国税の賦課及び
徴収に関する事務
等

R8.7.10 R8.8.1
ベンチャーサ
ポート税理士法
人

税理士業
銀座ファー
ストオフィ
ス事務員

無 有

17 落合 信之 60
国税庁東京国税局
東京上野税務署長

R8.3.27 R8.4.27
国税庁東京国税局
東京上野税務署長

R8.3.27 R8.7.10
内国税の賦課及び
徴収に関する事務
等

R8.7.10 R8.8.1
ベンチャーサ
ポート税理士法
人

税理士業
横浜オフィ
ス事務員

無 有

18 表内 武司 61
国税庁大阪国税局
須磨税務署長

R8.4.24 R8.5.11
国税庁大阪国税局
須磨税務署長

R8.4.24 R8.7.10
内国税の賦課及び
徴収に関する事務

R8.7.10 R8.9.1
ひかり税理士法
人

税理士業
大阪事務所
契約職員

無 有

19 河合 和浩 57
国税庁大阪国税局
課税第一部審理課
長

- R8.4.18
国税庁大阪国税局
課税第一部審理課
長

R8.4.18 R8.7.10
大阪国税局管内に
おける審理事務

R8.7.10 R8.7.11
西馬正義税理士
事務所

税理士業 事務員 無 無

20 黒山 勝 61
国税庁大阪国税局
旭税務署長

R8.4.14 R8.5.14
国税庁大阪国税局
旭税務署長

R8.4.14 R8.7.10
内国税の賦課及び
徴収に関する事務
等

R8.7.10 R8.8.3
公益社団法人伊
丹納税協会

税務知識の普及
と納税意識の高
揚に資する各種
事業等

専務理事 無 無

21 中川 友和 61
国税庁大阪国税局
枚方税務署長

- R8.2.28
国税庁大阪国税局
枚方税務署長

R8.2.28 R8.7.10

枚方市、寝屋川
市、交野市におけ
る税務行政に関す
る事務

R8.7.10 R8.7.11 有限会社成吉
不動産賃貸管理
業務

代表取締役 無 無

22 西野 正之 61
国税庁東京国税局
徴収部長

R7.12.31 R8.1.22
国税庁東京国税局
徴収部長

R7.12.31 R8.7.10

国税局及び税務署
における管理運営
並びに徴収事務に
係る指導・監督

R8.7.10 R8.8.1
ベンチャーサ
ポート税理士法
人

税理士業
日本橋オ
フィス事務
員

無 有

23 松川 善彦 60
国税庁大阪国税局
豊能税務署長

R8.4.14 R8.5.13
国税庁大阪国税局
豊能税務署長

R8.4.14 R8.7.10
内国税の賦課及び
徴収に関する事務
等

R8.7.10 R8.8.1
公益社団法人奈
良納税協会

税務知識の普及
と納税意識の高
揚に資する各種
事業等

参事 無 無

24 山崎 哲宏 60
国税庁大阪国税局
草津税務署長

R8.2.14 R8.3.30
国税庁大阪国税局
草津税務署長

R8.2.14 R8.7.10
内国税の賦課及び
徴収に関する事務
等

R8.7.10 R8.8.16
ベンチャーサ
ポート税理士法
人

税理士業

大阪駅前第
3ビルオ
フィス事務
員

無 有

25 久芳 全晴 47
文部科学省大臣官
房付

R8.3.24 R8.4.24

①デジタル庁統括
官付参事官付企画
官
②文部科学省大臣
官房付

①R8.3.24
②R8.8.7

①R8.8.6
②R8.8.31

①教育DXに関する
事務
②大臣官房に関す
る事務

R8.8.31 R8.9.1
株式会社ベイカ
レント・コンサ
ルティング

公共・HR分野に
おけるコンサル
ティング業務

シニアエキ
スパート

無 無

26 平林 光幸 51
農林水産政策研究
所総括上席研究官

R7.12.12 R8.2.18
農林水産政策研究
所総括上席研究官

R7.12.12 R8.8.31
農林水産政策研究
に係る業務

R8.8.31 R8.9.1
国立大学法人福
島大学

教育・研究
福島大学農
学群食農学
類准教授

無 無

5



自 至

番号 氏名 離職日
再就職日
（注３）

離職時の
年齢

再就職先の名称
再就職先の業務内

容
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注４）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注５）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職時の官職

約束前の
求職開始

日
（注２）

再就職の
約束をし

た日

約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容
（注２）

27 望月 知子 55

経済産業省大臣官
房産業保安・安全
グループ製品安全
課製品事故対策室
長

R7.7.27 R7.12.18

経済産業省大臣官
房産業保安・安全
グループ製品安全
課製品事故対策室
長

R7.7.27 R8.6.30

製品事故の調査・
公表、リコールの
受付、製品安全四
法改正作業

R8.6.30 R8.7.1
株式会社アイシ
ン

自動車部品、エ
ナジーソリュー
ション関連機器
の製造販売

東京事務所
主査

無 無

28 平瀬 知明 58
特許庁審判部審判
長（第16部門長）

R8.4.17 R8.4.28
特許庁審判部審判
長（第16部門長）

R8.4.17 R8.7.1
審判事件に関する
事務

R8.7.1 R8.7.2
弁理士法人山王
内外特許事務所

弁理士業務 弁理士 無 有

29 原 充 57

経済産業省通商政
策局北東アジア課
韓国室長 併任 通
商政策局通商政策
企画調整官

R8.3.20 R8.6.13

経済産業省通商政
策局北東アジア課
韓国室長 併任 通
商政策局通商政策
企画調整官

R8.3.20 R8.7.31

韓国との通商関係
に関する事務及び
通商政策に関する
企画等に関する事
務

R8.7.31 R8.9.1

エム・アール・
アイリサーチア
ソシエイツ株式
会社

リサーチ・コン
サルティング
サービス等

事業統括室 無 無

30 御手洗 潤 56
国土交通省大臣官
房付

R7.11.28 R8.1.13
国土交通省大臣官
房付

R7.11.28 R8.7.16
大臣官房に係る事
務

R8.7.16 R8.7.17
国立大学法人東
北大学

教育・研究

東北大学災
害科学国際
研究所特任
教授（研
究）

無 無

31 谷口 和之 60
環境省水・大気環
境局海洋環境課企
画官

R8.5.2 R8.6.3
環境省水・大気環
境局海洋環境課企
画官

R8.5.2 R8.7.31

海洋環境課の所掌
事務に関する特定
事項の企画及び立
案並びに調整に関
する事務

R8.7.31 R8.8.1
南越ケミカル株
式会社

製造業（化学工
業、医薬・食品
関連含む）

体外診断用
医薬品製造
管理者

無 無

32 中澤 圭一 59
北海道地方環境事
務所長

R7.12.1 R8.6.24
北海道地方環境事
務所長

R7.12.1 R8.7.31
北海道での環境省
施策の実施

R8.7.31 R8.8.1
学校法人富山国
際学園

教育・研究
富山国際大
学現代社会
学部教授

無 無

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

「国家公務員法第106条の23第３項等の規定に基づく通知」には、独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第106条の23第３項の規定に基づく通知が含まれる。

約束前の求職開始日とは、以下に掲げる日のいずれか早い日をいい、該当する日がなかった場合には、「約束前の求職開始日」欄に「-」と記載し、「約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容」欄に、再就職の約束をした日以後の職員とし
ての在職状況及び職務内容を記載している。
①再就職先に対し、再就職を目的として、最初に自己に関する情報を提供した日
②再就職先に対し、再就職を目的として、最初に当該再就職先の地位に関する情報の提供を依頼した日
③再就職先に対し、最初に当該再就職先の地位に就くことを要求した日

「再就職日」には、「再就職予定日」が含まれる。

「求職の承認」とは、国家公務員法第106条の３第２項第４号の規定に基づく承認及び独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第106条の３第２項第４号の規定に基づく承認をいう。

「官民人材交流センターの援助」とは、以下の①又は②をいう。
①該当する再就職に関して官民人材交流センターの職員がその職務として行った国家公務員法第106条の２第１項に規定する行為（独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第18条の５第１項及び同法第18条の６第１項の規定に基づいて官
民人材交流センターの職員がその職務として行った当該行為を含む。）
②官民人材交流センターが、国家公務員法第18条の５第１項及び第18条の６第１項の規定に基づき、早期退職募集制度（国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182号）第８条の２第５項）による認定を受けた者又は受ける予定である者に対し、民間の再就職支
援会社を活用して実施した再就職支援（該当する者は「有※」と記載）

6



自 至

1 内山 徹 60
国立障害者リハビ
リテーションセン
ター管理部長

- - - - - R8.3.31 R8.6.8
公益財団法人テクノ
エイド協会

福祉用具に関する
調査研究及び開発
の推進、情報の収
集及び提供、義肢
装具士法に基づく
国家試験事務等

常務理事 兼 
事務局長

無 無

2 安岡 澄人 60
農林水産省消費・
安全局長

- - - - - R7.7.1 R8.6.24
公益財団法人中央果
実協会

果実の安定的な生
産出荷及び果樹農
家の経営の支援に
関する事業等

副理事長 無 無

3 吉田 誠 60

農林水産省畜産局
飼料課畜産情報分
析官 兼 畜産局牛
乳乳製品課付（農
林水産省大臣官房
付）

- - - - - R8.3.31 R8.6.24
公益財団法人中央果
実協会

果実の安定的な生
産出荷及び果樹農
家の経営の支援に
関する事業等

常務理事 無 無

4 𠮷岡 幹夫 61 国土交通事務次官 - - - - - R7.7.1 R8.6.25
東日本高速道路株式
会社

東日本の高速道路
の建設及び管理等

代表取締役
社長

無 無

5 松澤 裕 61
環境省地球環境審
議官

- - - - - R7.7.1 R8.6.19
公益財団法人日本環
境整備教育センター

浄化槽管理士・設
備士を始めとする
浄化槽関係技術者
の養成、浄化槽に
関する調査研究及
び技術開発、情報
の収集及び発信並
びに普及啓発、国
際交流

理事長 無 無

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

【２ 国家公務員法第106条の24第１項等の規定に基づく届出関連（注１）】

番号 氏名
離職時の

年齢
離職時の官職

離職前の
求職開始

日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

「再就職日」には、「再就職予定日」が含まれる。

「求職の承認」とは、国家公務員法第106条の３第２項第４号の規定に基づく承認及び独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第106条の３第２項第４号の規定に基づく承認をいう。

「官民人材交流センターの援助」とは、以下の①又は②をいう。
①該当する再就職に関して官民人材交流センターの職員がその職務として行った国家公務員法第106条の２第１項に規定する行為（独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第18条の５第１項及び同法第18条の６第１項の規定に基づ
いて官民人材交流センターの職員がその職務として行った当該行為を含む。）
②官民人材交流センターが、国家公務員法第18条の５第１項及び第18条の６第１項の規定に基づき、早期退職募集制度（国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182号）第８条の２第５項）による認定を受けた者又は受ける予定である者に対し、民間の再
就職支援会社を活用して実施した再就職支援（該当する者は「有※」と記載）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注５）

所属・官職

在職期間

職務内容

「国家公務員法第106条の24第１項等の規定に基づく届出」には、独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第106条の24第１項の規定に基づく届出が含まれる。

離職前の求職開始日とは、以下に掲げる日のいずれか早い日をいい、該当する日がなかった場合には、「離職前の求職開始日」欄に「-」と記載し、「離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容」欄に、「-」と記載して
いる。
①再就職先に対し、再就職を目的として、最初に自己に関する情報を提供した日
②再就職先に対し、再就職を目的として、最初に当該再就職先の地位に関する情報の提供を依頼した日
③再就職先に対し、最初に当該再就職先の地位に就くことを要求した日

離職日
再就職日
（注３）

再就職先の名称
再就職先の業務内

容
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注４）
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自 至

1 玉井 淳平 46
内閣官房内閣人事
局企画官

- - - - - R8.3.31 R8.4.1
パーソルキャリア株
式会社

人材サービス業 部長 無 無

2 荒井 仁志 60
人事院事務総局職
員福祉局長

- - - - - R8.1.13 R8.6.19
公益財団法人日本消
防協会

消防団員等の福祉厚
生等

常務理事 無 無

3 原田 三嘉 56 人事院事務総局付 R8.3.4

①人事院九州事務
局長
②人事院事務総局
付

①R8.3.4
②R8.3.31

①R8.3.30
②R8.3.31

①九州（沖縄県を
除く。）における
人事院の業務計画
の実施に関する事
務
②事務総局に係る
事務

R8.3.31 R8.4.20 小島司法書士事務所 司法書士業 司法書士 無 無

4 林 伴子 60
内閣府政策統括官
（経済財政分析担
当）

- - - - - R7.7.1 R8.4.1 クレアブ株式会社 コンサルティング 上級顧問 無 無

5 網田 知泰 40

内閣府政策統括官
（経済社会システ
ム担当）付参事官
（総括担当）付企
画官 併任 内閣府
成果連動型事業推
進室企画官 併任 
内閣府民間資金等
活用事業推進室企
画官

- - - - - R8.3.31 R8.4.1
株式会社YMFG ZONEプ
ラニング

コンサルティング業
務

地域マネジ
メント事業
部部長

無 無

6 川上 大輔 59
内閣府科学技術・
イノベーション推
進事務局審議官

- - - - - R8.3.31 R8.4.1 東レ株式会社
製造・加工及び販売
業

経営企画室
参事

無 無

【３－１ 国家公務員法第106条の24第２項等の規定に基づく届出関連（注１）】

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

8



自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

7 酒巻 哲朗 61

内閣府政策統括官
（経済財政分析担
当）付経済動向特
別分析官（内閣府
経済社会総合研究
所総括政策研究
官）

R7.8.9

内閣府政策統括官
（経済財政分析担
当）付経済動向特
別分析官

R7.8.9 R8.3.31
ビッグデータ分析
等に関する委託調
査への参加

R8.3.31 R8.4.1 学校法人帝京大学 教育・研究

帝京大学経
済学部経済
学科特別任
用教育職員
（教授）

無 無

8 野原 広邦 60
沖縄総合事務局陸
運事務所長

- - - - - R8.3.31 R8.5.1
公益社団法人沖縄県
トラック協会

貨物自動車運送事業
の適正な運営及び健
全な発展に資する業
務

参与 無 無

9 野原 広邦 60
沖縄総合事務局陸
運事務所長

- - - - - R8.3.31 R8.6.1
公益社団法人沖縄県
トラック協会

貨物自動車運送事業
の適正な運営及び健
全な発展に資する業
務

専務理事 無 無

10 石原 秀樹 62
宮内庁京都事務所
長

- - - - - R7.3.31 R8.4.1 瀬戸内市 地方公務
備前長船刀
剣博物館長

無 無

11 片桐 一幸 59
公正取引委員会事
務総局官房付

- - - - - R7.7.1 R8.3.12 株式会社クリア
エステティックサロ
ンの運営

取締役 無 無

12 片桐 一幸 59
公正取引委員会事
務総局官房付

- - - - - R7.7.1 R8.4.1 山崎製パン株式会社
製造販売業（パン類
等）

顧問 無 無

13 片桐 一幸 59
公正取引委員会事
務総局官房付

- - - - - R7.7.1 R8.4.1 学校法人東洋学園 教育・研究

東洋学園大
学現代経営
学部非常勤
講師

無 無

9



自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

14 山﨑 俊範 61

公正取引委員会事
務総局審査局管理
企画課公正競争監
視室長補佐（公正
取引委員会事務総
局近畿中国四国事
務所総務管理官）

R8.3.6

公正取引委員会事
務総局審査局管理
企画課公正競争監
視室長補佐

R8.3.6 R8.3.31

独占禁止法で禁止
する不当廉売、差
別対価に関する事
務

R8.3.31 R8.4.1
一般社団法人全国公
正取引協議会連合会

景品表示法に基づく
規約の施行機関の事
業に関する指導・協
力、規約遵守状況に
関する調査、規約に
関する相談及び苦情
処理等

参与 無 無

15 下田 隆文 59 皇宮警察本部長 - - - - - R6.8.8 R8.3.26
株式会社特別警備保
障

警備業 取締役 無 無

16 下田 隆文 59 皇宮警察本部長 - - - - - R6.8.8 R8.5.19
東亜警備保障株式会
社

警備業 取締役 無 無

17 下田 隆文 59 皇宮警察本部長 - - - - - R6.8.8 R8.5.28
セントラル警備保障
株式会社

警備業

取締役常務
執行役員警
務本部長 兼 
沖縄統括担
当

無 無

18 棚瀬 誠 47
警察庁サイバー警
察局サイバー捜査
課長

- - - - - R6.12.16 R8.4.1 Adora株式会社
セキュリティアプリ
「コドマモ」の開
発・運営等

顧問 無 無

19 棚瀬 誠 47
警察庁サイバー警
察局サイバー捜査
課長

- - - - - R6.12.16 R8.4.1
株式会社Blue 
Planet-works

サイバーセキュリ
ティプロダクトの開
発・販売等

顧問 無 無

20 棚瀬 誠 47
警察庁サイバー警
察局サイバー捜査
課長

- - - - - R6.12.16 R8.4.1
スプラウトグループ
株式会社

パブリックアフェ
アーズ等コンサル
ティング業務

顧問 無 無

21 棚瀬 誠 47
警察庁サイバー警
察局サイバー捜査
課長

- - - - - R6.12.16 R8.4.1
サイバーコマンド株
式会社

サイバーセキュリ
ティに関するトレー
ニング等

顧問 無 無

22 棚瀬 誠 47
警察庁サイバー警
察局サイバー捜査
課長

- - - - - R6.12.16 R8.4.1
株式会社キッカケク
リエイション

HRコンサルティング
等

戦略顧問 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

23 廣瀬 竜夫 60

九州管区警察局情
報通信部通信施設
課技術専門官（九
州管区警察局情報
通信部付）

- - - - - R7.1.31 R8.4.1 志免町 地方公務
志免中学校
会計年度任
用職員

無 無

24 伊藤 泰充 59 警察庁長官官房付 - - - - - R7.8.8 R8.4.1
株式会社日本トレカ
センター

オンラインパック
サービス「日本トレ
カセンター」の運営
等

アドバイ
ザー

無 無

25 安田 浩己 59 警察庁長官官房付 - - - - - R7.10.23 R8.6.1
東日本旅客鉄道株式
会社

旅客鉄道事業 非常勤嘱託 無 無

26 安田 浩己 59 警察庁長官官房付 - - - - - R7.10.23 R8.6.19
東日本旅客鉄道株式
会社

旅客鉄道事業
取締役常勤
監査等委員

無 無

27 猪原 誠司 57 警察大学校長 - - - - - R8.1.22 R8.6.1 日本電気株式会社
通信機器、コン
ピュータ等の製造・
販売等

顧問 無 無

28 佐野 裕子 55 警察庁長官官房付 - - - - - R8.1.22 R8.4.1
アンダーソン・毛
利・友常法律事務所
外国法共同事業

弁護士業 弁護士 無 無

29 迫田 裕治 57 警視総監 - - - - - R8.1.23 R8.6.22 株式会社SBI新生銀行 金融業 社外取締役 無 無

30 迫田 裕治 57 警視総監 - - - - - R8.1.23 R8.6.23 大成建設株式会社 建設業 社外監査役 無 無

31 鈴木 博 60
関東管区警察局栃
木県情報通信部長

- - - - - R8.2.27 R8.4.1
株式会社大熊ファー
ム

果実栽培 パート 無 無

32 森内 彰 59
警察庁長官官房政
策立案総括審議官 
兼 公文書監理官

- - - - - R8.3.27 R8.6.1
ケイアイスター不動
産株式会社

不動産事業全般 顧問 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

33 小山 稔 61

皇宮警察本部赤坂
護衛署警備課課長
補佐（皇宮警察本
部警務課付）

- - - - - R8.3.31 R8.5.21
株式会社コイルセン
ターフジタ

金属加工業
千葉工場ラ
インオペ
レーター

無 無

34 田﨑 仁史 61

警察庁警備局警備
運用部警備第一課
警備実施総合研究
官（北海道警察釧
路方面本部長）

R8.4.28

警察庁警備局警備
運用部警備第一課
警備実施総合研究
官

R8.4.28 R8.5.31

課の所掌事務に関
する総合的な調
査、研究、企画及
び立案の支援

R8.5.31 R8.6.1
株式会社ジェイ・
ピー・システムズ

コンピューターシス
テム及びネットワー
クに関する企画・調
査・研究・開発・設
計、コンサルタント
業務等

常務 無 無

35 栗田 照久 60 金融庁長官 - - - - - R6.7.5 R8.4.1 株式会社NTTドコモ 通信事業等 顧問 無 無

36 井藤 英樹 60 金融庁長官 - - - - - R7.7.1 R8.6.1 M&Company株式会社
地域産業の創出、大
学研究の事業化等

顧問 無 無

37 油布 志行 59
金融庁企画市場局
長

- - - - - R7.7.1 R8.4.1 株式会社QuestHub

アドバイザリー業
務、役員育成・役員
コミュニティ形成業
務

顧問 無 無

38 油布 志行 59
金融庁企画市場局
長

- - - - - R7.7.1 R8.6.1 日本証券業協会
金融商品取引業に関
する自主規制業務等

特別顧問 無 無

39 寺澤 潔司 60 国立きぬ川学院長 - - - - - R7.3.31 R8.6.1
一般社団法人全国保
育士養成協議会

保育士養成事業の振
興に必要な諸活動及
び調査研究

保育士試験
事務セン
ター長

無 無

40 川窪 俊広 58 総務省大臣官房付 - - - - - R6.7.5 R8.4.1 学校法人立教学院 教育・研究
立教大学経
済学研究科
特任教授

無 無

41 佐藤 善昭 61
関東総合通信局無
線通信部長

- - - - - R7.3.31 R8.4.1
一般財団法人テレコ
ムエンジニアリング
センター

無線設備の試験、証
明、測定器の較正等

技適認証第
一部長

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

42 杉田 憲英 55 総務省大臣官房付 - - - - - R7.3.31 R8.4.1
公益財団法人国際人
材育成機構

国際人材の育成 顧問 無 無

43 森本 泰央 61

近畿管区行政評価
局総務行政相談部
業務管理官 併任 
近畿管区行政評価
局総務行政相談部
行政相談課（近畿
管区行政評価局総
務行政相談部長）

- - - - - R7.3.31 R8.4.11
イオンリテール株式
会社

総合小売業

西日本カン
パニー奈良
東大阪事業
イオン大和
郡山店SMオ
ペレーショ
ン

無 無

44 竹内 芳明 63 総務事務次官 - - - - - R7.7.1 R8.3.31 株式会社GA INC
経営コンサルティン
グ等

社外取締役 無 無

45 松田 和男 60 総務省大臣官房付 - - - - - R7.7.1 R8.4.1
一般社団法人電気通
信事業者協会

電気通信事業者に共
通又は相互に関係が
ある事項の協議等

第一種基礎
的電気通信
役務支援業
務室長 兼 
電話リレー
サービス支
援業務室長

無 無

46 菱沼 宏之 56 総務省大臣官房付 - - - - - R7.12.31 R8.4.1
株式会社かんぽ生命
保険

保険事業 執行役員 無 無

47 磯 寿生 57 東海総合通信局長 - - - - - R8.3.31 R8.6.10
一般財団法人電気通
信端末機器審査協会

電気通信端末機器の
技術基準適合審査、
特定無線設備の技術
基準適合審査及び情
報セキュリティマネ
ジメントシステムに
関する適合性評価・
審査登録

理事長 無 無

48 加賀谷 清治 62

情報通信政策研究
所教官（中国総合
通信局無線通信部
長）

R8.1.9
情報通信政策研究
所教官

R8.1.9 R8.3.31
情報通信行政に従
事する職員に対す
る研修業務

R8.3.31 R8.4.1 大成株式会社
設備管理（エンジニ
アリング）業務

契約社員
（専門総合
職）

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

49 小森 敏也 61

総務省国際統計研
究官（政策統括官
付）（関東管区行
政評価局長）

R8.2.16
総務省国際統計研
究官（政策統括官
付）

R8.2.16 R8.3.31
国際統計に関する
研究

R8.3.31 R8.4.1
一般財団法人沿岸技
術研究センター

沿岸域の開発等に関
する調査、研究

審議役 無 無

50 小森 敏也 61

総務省国際統計研
究官（政策統括官
付）（関東管区行
政評価局長）

- - - - - R8.3.31 R8.6.22
一般財団法人沿岸技
術研究センター

沿岸域の開発等に関
する調査、研究

業務執行理
事

無 無

51 菅 俊恒 61

東北総合通信局放
送部有線放送課長
（東北総合通信局
無線通信部長）

R7.11.6
東北総合通信局放
送部有線放送課長

R7.11.6 R8.3.31
有線一般放送事業
者等の許認可、補
助金業務

R8.3.31 R8.4.1
国立研究開発法人情
報通信研究機構

情報通信分野の研究
開発及び事業振興に
関する業務

レジリエン
トICT研究セ
ンター企画
連携推進室
参事

無 無

52 園田 雄二 61

総務省情報流通行
政局郵政行政部企
画課信書便事業室
課長補佐（信越総
合通信局情報通信
部長）

- - - - - R8.3.31 R8.6.1
一般財団法人全国地
域情報化推進協会

地域情報化に関する
調査・研究及び助言

総務部長代
理

無 無

53 永田 真一 45
総務省国際統計管
理官（政策統括官
付）

- - - - - R8.3.31 R8.4.1
学校法人大東文化学
園

教育・研究

大東文化大
学外国語学
部英語学科
非常勤講師

無 無

54 和田 雅樹 62
広島高等検察庁検
事長

- - - - - R6.12.10 R8.4.1
一般社団法人資産運
用業協会

資産運用業に関する
自主規制の整備、業
界の発展に向けた取
組の推進

外部理事 無 無

55 一法師 靖之 60
仙台高等検察庁事
務局長

- - - - - R7.3.31 R8.6.1 有限会社法務弘済会 保険代理店業務 業務部長 無 無

56 岡村 理恵 66
近畿地方更生保護
委員会委員

- - - - - R7.3.31 R8.4.1
近畿地方更生保護委
員会

国家公務 保護観察官 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

57 小倉 栄次 60
東京地方検察庁事
務局長

- - - - - R7.3.31 R8.6.1
明治安田生命保険相
互会社

生命保険業 顧問 無 無

58 川島 ゆか 60
法務省東京西少年
鑑別所長

- - - - - R7.3.31 R8.4.1
更生保護法人まこと
寮

更生保護事業 評議員 無 無

59 木村 敏章 62
北海道地方更生保
護委員会委員

- - - - - R7.3.31 R8.6.1
更生保護法人札幌大
化院

更生保護事業 補導員 無 無

60 福本 聡 60
東北少年院青葉女
子学園長

- - - - - R7.3.31 R8.4.1 社会福祉法人青洲会
高齢者・障害者・子
ども福祉事業

ひたち野う
しく保育園
つくしんぼ
パート従業
員

無 無

61 吉村 幸司 60
府中刑務所国際対
策室長

- - - - - R7.3.31 R8.4.1 東京都 地方公務
東京都立あ
きる野学園
ICT支援員

無 無

62 奉井 真理子 44
神戸地方検察庁検
事

- - - - - R7.3.31 R8.4.1 学校法人関西学院 教育・研究
関西学院大
学司法研究
科准教授

無 無

63 渡辺 寿雄 60
神戸地方検察庁事
務局長

- - - - - R7.3.31 R8.4.1 京都公証人合同役場 公証業務
嘱託事務職
員

無 無

64 古宮 久枝 54
東京高等検察庁検
事

- - - - - R7.4.1 R8.6.26 株式会社奥村組
総合建設業及びこれ
に関連する業務

社外取締役
（監査等委
員）

無 無

65 押切 久遠 60 法務省保護局長 R6.3.21 法務省保護局長 R6.3.21 R7.7.17
法務省保護局の業
務の統括

R7.7.17 R8.4.1
学校法人高崎健康福
祉大学

教育・研究

高崎健康福
祉大学人間
発達学部心
理学科教授

無 無

66 鏑木 伸生 59
東京高等検察庁検
事

R7.7.17
東京高等検察庁検
事

R7.7.17 R7.12.31 検察事務 R7.12.31 R8.3.30 金沢公証人合同役場 公証業務 公証人 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

67 池邊 光彦 59
大阪高等検察庁検
事

R7.12.12
大阪高等検察庁検
事

R7.12.12 R8.3.31 検察事務 R8.3.31 R8.5.1 静岡公証人合同役場 公証業務 公証人 無 無

68 植松 仁 63
横浜区検察庁副検
事

R7.7.10
横浜区検察庁副検
事

R7.7.10 R8.3.31 検察事務 R8.3.31 R8.4.1 日本赤十字社 医療事業
横浜市立み
なと赤十字
病院事務員

無 無

69 牛尾 昌伸 64
尾道区検察庁副検
事

R7.9.8
尾道区検察庁副検
事

R7.9.8 R8.3.31 検察事務 R8.3.31 R8.4.1 広島家庭裁判所 国家公務
尾道支部家
事調停委員

無 無

70 浦野 浩昭 63
関東地方更生保護
委員会委員

R7.12.1
関東地方更生保護
委員会委員

R7.12.1 R8.3.31 仮釈放審理 R8.3.31 R8.4.1 横浜市 地方公務

教育委員会
事務局会計
年度任用職
員

無 無

71 大久保 健司 60
名古屋高等検察庁
金沢支部長

R7.11.14
名古屋高等検察庁
金沢支部長

R7.11.14 R8.3.31 検察事務 R8.3.31 R8.5.1 高松公証役場 公証業務 公証人 無 無

72 岡本 哲人 58 最高検察庁検事 R7.11.26 最高検察庁検事 R7.11.26 R8.3.31 検察事務 R8.3.31 R8.4.1 荒井総合法律事務所 弁護士業 弁護士 無 無

73 加藤 裕 60
東京高等検察庁検
事

R7.11.30
東京高等検察庁検
事

R7.11.30 R8.3.31 検察事務 R8.3.31 R8.6.1 春日部公証役場 公証業務 公証人 無 無

74 唐澤 英城 53
東京高等検察庁検
事

R7.10.1

①東京高等検察庁
検事 兼 警察庁長
官官房参事官
②東京高等検察庁
検事

①R7.10.1
②R8.3.31

①R8.3.30
②R8.3.31

①犯罪被害者等施
策
②検察事務

R8.3.31 R8.4.1
のぞみ総合法律事務
所

弁護士業 弁護士 無 無

75 草野 謙治 59 青森地方法務局長 - - - - - R8.3.31 R8.6.1 株式会社トーカン
水処理施設の設計・
施工、保守・点検・
管理事業等

総務部長 無 無

76 五社 浩幸 63
名古屋区検察庁副
検事

R8.2.25
名古屋区検察庁副
検事

R8.2.25 R8.3.31 検察事務 R8.3.31 R8.5.1 飯田公証役場 公証業務 公証人 無 無

77 後藤 知宏 60
名古屋地方検察庁
検事

R7.11.19
名古屋地方検察庁
検事

R7.11.19 R8.3.31 検察事務 R8.3.31 R8.4.1 一宮公証役場 公証業務 公証人 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

78 小原田 晴彦 60
名古屋地方検察庁
首席捜査官

R7.10.23
名古屋地方検察庁
首席捜査官

R7.10.23 R8.3.31 検察事務 R8.3.31 R8.4.1 葵町公証役場 公証業務 事務長 無 無

79 済田 秀治 59 福岡法務局長 R7.12.9 福岡法務局長 R7.12.9 R8.3.31

福岡法務局管内に
おける民事行政、
人権擁護、訟務に
関する事務等

R8.3.31 R8.6.1 相模原公証役場 公証業務 公証人 無 無

80 塩島 かおり 60 北海道矯正管区長 - - - - - R8.3.31 R8.4.3
関東地方更生保護委
員会

国家公務 委員 無 無

81 鈴木 庄市 63
近畿地方更生保護
委員会委員長

- - - - - R8.3.31 R8.6.1
更生保護法人全国更
生保護法人連盟

更生保護事業 事務局長 無 無

82 竹村 啓人 59 釧路地方法務局長 R8.2.24 釧路地方法務局長 R8.2.24 R8.3.31

釧路地方における
民事行政、人権擁
護、訟務に関する
事務等

R8.3.31 R8.4.20 司法書士法人NAGAI 司法書士業務
札幌事務所
司法書士

無 無

83 土田 恭平 37
大阪地方検察庁検
事

R7.12.8
大阪地方検察庁検
事

R7.12.8 R8.3.31 検察事務 R8.3.31 R8.4.1
西村あさひ法律事務
所

弁護士業 弁護士 無 無

84 西岡 典子 60 大津地方法務局長 R7.10.14 大津地方法務局長 R7.10.14 R8.3.31

滋賀県における民
事行政、人権擁
護、訟務に関する
事務等

R8.3.31 R8.4.1 大津家庭裁判所 国家公務 調停委員 無 無

85 西川 聡 60
名古屋高等検察庁
事務局長

- - - - - R8.3.31 R8.4.3
関東地方更生保護委
員会

国家公務 委員 無 無

86 西本 直行 63
広島地方検察庁事
務局長

- - - - - R8.3.31 R8.5.18
広島中央労働基準監
督署

国家公務 非常勤職員 無 無

87 濵田 康秀 62
九州地方更生保護
委員会委員

- - - - - R8.3.31 R8.5.1
特定非営利活動法人
ジャパンマック

保健・医療・福祉

ジャパン
マック福岡
賃金職員
（生活支援
員）

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

88 干川 亜紀 57 最高検察庁検事 R7.11.15 最高検察庁検事 R7.11.15 R8.3.31 検察事務 R8.3.31 R8.5.1 前橋公証人合同役場 公証業務 公証人 無 無

89 堀田 理仁 38
大阪地方検察庁検
事

- - - - - R8.3.31 R8.6.18 新晴法律事務所 弁護士業 弁護士 無 無

90 正木 開志 59 岡山地方法務局長 R7.12.8 岡山地方法務局長 R7.12.8 R8.3.31

岡山県における民
事行政、人権擁
護、訟務に関する
事務等

R8.3.31 R8.6.1 直方公証役場 公証業務 公証人 無 無

91 三田村 朝子 45
東京地方検察庁検
事

R7.11.12
東京地方検察庁検
事

R7.11.12 R8.3.31 検察事務 R8.3.31 R8.4.16 敬和綜合法律事務所 弁護士業 弁護士 無 無

92 三善 和則 60
最高検察庁事務局
長

R7.11.11
最高検察庁事務局
長

R7.11.11 R8.3.31 検察事務 R8.3.31 R8.6.1 半田公証役場 公証業務 公証人 無 無

93 飯島 泰 59
千葉地方検察庁検
事正

R7.11.25
千葉地方検察庁検
事正

R7.11.25 R8.4.10 検察事務 R8.4.10 R8.5.10 霞ヶ関公証役場 公証業務 公証人 無 無

94 北薗 信孝 57
徳島地方検察庁検
事正

R7.11.21
徳島地方検察庁検
事正

R7.11.21 R8.4.10 検察事務 R8.4.10 R8.5.6 八王子公証役場 公証業務 公証人 無 無

95 作原 大成 62 最高検察庁検事 R7.11.27 最高検察庁検事 R7.11.27 R8.4.10 検察事務 R8.4.10 R8.6.17 中野公証役場 公証業務 公証人 無 無

96 澁谷 博之 61
福岡地方検察庁検
事正

R8.3.9
福岡地方検察庁検
事正

R8.3.9 R8.4.10 検察事務 R8.4.10 R8.5.2 丸の内公証役場 公証業務 公証人 無 無

97 高橋 和人 59
岐阜地方検察庁検
事正

R7.11.4
岐阜地方検察庁検
事正

R7.11.4 R8.4.10 検察事務 R8.4.10 R8.6.2 大宮公証センター 公証業務 公証人 無 無

98 山﨑 耕史 61
神戸地方検察庁検
事正

R7.12.1
神戸地方検察庁検
事正

R7.12.1 R8.4.10 検察事務 R8.4.10 R8.6.13 八重洲公証役場 公証業務 公証人 無 無

99 山田 英夫 59
仙台地方検察庁検
事正

R7.11.14
仙台地方検察庁検
事正

R7.11.14 R8.4.10 検察事務 R8.4.10 R8.6.9 渋谷公証役場 公証業務 公証人 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

100 滝崎 成樹 62 外務省大臣官房 - - - - - R6.9.24 R8.4.1
国立大学法人東京大
学

教育・研究
東京大学公
共政策大学
院客員教授

無 無

101 並松 賢一 62
外務省大臣官房会
計課在外保険調整
官

- - - - - R7.11.30 R8.4.1
独立行政法人エネル
ギー・金属鉱物資源
機構

資源開発支援及び備
蓄、環境対策等

総務課担当
調査役

無 無

102 山口 清光 58
近畿財務局京都財
務事務所長

- - - - - R6.7.1 R8.6.19 尼崎信用金庫 金融業
理事 兼 執
行役員（監
査部管轄）

無 無

103 伊野 彰洋 59 財務省大臣官房付 - - - - - R6.7.5 R8.4.1
一般社団法人資産運
用業協会

金融商品取引法第78
条に基づく認定金融
商品取引業

副会長専務
理事

無 無

104 井坂 好孝 61
国税庁名古屋国税
局名古屋中税務署
長

- - - - - R6.7.10 R8.6.26
株式会社バローホー
ルディングス

スーパーマーケット
等のチェーンストア
事業等

監査等委員
（社外取締
役）

無 無

105 梶原 忍 60
国税庁東京国税局
日本橋税務署長

- - - - - R6.7.10 R8.6.3
公益社団法人日本橋
法人会

税務知識の普及と納
税意識の高揚に資す
る各種事業等

外部理事 無 無

106 黒田 豊 61
国税庁大阪国税局
右京税務署長

- - - - - R6.7.10 R8.5.26
公益社団法人右京納
税協会

税務知識の普及と納
税意識の高揚に資す
る各種事業等

監事 無 無

107
小宮山 千代
子

61
国税庁関東信越国
税局高崎税務署長

- - - - - R6.7.10 R8.4.1
税理士法人長野東会
計事務所

税理士業
小布施事務
所所属税理
士

無 無

108 佐々木 匡之 61
国税庁仙台国税局
仙台北税務署長

- - - - - R6.7.10 R8.4.1
有限会社宇津井税務
会計

帳簿記帳指導、作成
補助

代表取締役 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

109 佐藤 晃 61
国税庁東京国税局
調査第二部長

- - - - - R6.7.10 R8.5.14
公益社団法人日本
フィッシュ・ミール
協会

魚粉の品質の向上、
製造、加工等に関す
る調査及び研究

外部監事 無 無

110 佐藤 秀春 61
国税庁仙台国税局
山形税務署長

- - - - - R6.7.10 R8.3.25 佐藤株式会社

食料品一般・冷凍・
砂糖・粉・酒類・
ビール等の総合卸売
業

監査役（非
常勤）

無 無

111 地主 聡 60
国税庁仙台国税局
徴収部長

- - - - - R6.7.10 R8.6.29 地主聡税理士事務所 税理士業 開業税理士 無 無

112 中之薗 裕司 60
国税庁大阪国税局
枚方税務署長

- - - - - R6.7.10 R8.4.1 大阪家庭裁判所 国家公務
家事調停委
員

無 無

113 信本 努 61
国税庁東京国税局
江戸川北税務署長

- - - - - R6.7.10 R8.4.1
株式会社atパート
ナー

記帳代行業 取締役 無 無

114 野村 尚史 61
国税庁東京国税局
荏原税務署長

- - - - - R6.7.10 R8.4.1 南幸町税理士法人 税理士業 所属税理士 無 無

115 平澤 裕紀子 60
国税庁大阪国税局
門真税務署長

- - - - - R6.7.10 R8.5.27 株式会社MORESCO 化学品事業
社外取締役
監査等委員

無 無

116 宮葉 敏之 60 国税庁長官官房付 - - - - - R6.7.10 R8.6.1
全国酒類業務用卸連
合会

酒類の公正な取引に
関する基準の遵守推
進等

顧問税理士 無 無

117 山本 茂 60
国税庁東京国税局
徴収部長

- - - - - R6.7.10 R8.4.1
一般財団法人さえき
財団

外国人留学生等への
奨学金支給事業

監事 無 無

118 横山 隆 60
国税庁関東信越国
税局課税第二部長

- - - - - R6.7.10 R8.6.1 鷲宮運輸株式会社
一般貨物自動車運輸
事業

社外監査役 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
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（注４）
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職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

119 大野 利也 61

関東財務局財務行
政専門官（関東財
務局横浜財務事務
所次長）

- - - - - R7.3.31 R8.4.1 日本貸金業協会
貸金業者の業務の適
正な運営の確保

規律審査部
部付部長

無 無

120 奈宮 正典 61

財務省主計局給与
共済課共済制度分
析官（会計セン
ター管理運用部
長）

- - - - - R7.3.31 R8.4.1
公益社団法人中央畜
産会

畜産経営者等の育
成、畜産経営の支援
等

嘱託職員 無 無

121 横山 浩史 61

国税庁名古屋国税
局富士税務署個人
課税第三部門統括
国税調査官（国税
庁名古屋国税局静
岡税務署長）

- - - - - R7.3.31 R8.6.1 税理士法人ペガサス 税理士業 社員税理士 無 無

122 石川 哲才 58
東海財務局岐阜財
務事務所長

- - - - - R7.7.1 R8.6.17 浜松磐田信用金庫 金融業
常勤理事
（リスク統
括部長）

無 無

123 窪田 修 60 財務省理財局長 - - - - - R7.7.1 R8.6.16
NTTアーバンソリュー
ションズ株式会社

街づくり事業 監査役 無 無

124 夏井 正信 58
関東財務局新潟財
務事務所長

- - - - - R7.7.1 R8.6.18 埼玉縣信用金庫 金融業 常勤監事 無 無

125 宮本 克久 58
四国財務局松山財
務事務所長

- - - - - R7.7.1 R8.6.22 高松信用金庫 金融業 常勤監事 無 無

126 笹本 純雄 60 財務省大臣官房付 - - - - - R7.7.2 R8.6.23 興産信用金庫 金融業 常勤理事 無 無

127 棚橋 治元 61

国税庁長官官房名
古屋派遣国税庁監
察官補（国税庁名
古屋国税局刈谷税
務署長）

- - - - - R7.7.9 R7.7.10 自営 不動産賃貸業 - 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

128 石川 睦美 61
国税庁名古屋国税
局四日市税務署長

- - - - - R7.7.10 R8.4.21 TENTOK株式会社 製紙業 監査役 無 無

129 石塚 伸弘 60
国税庁東京国税局
西新井税務署長

- - - - - R7.7.10 R8.4.30 医療法人社団健松会 医療事業 監事 無 無

130 榎本 政彦 60 国税庁長官官房付 - - - - - R7.7.10 R8.3.27 東亞合成株式会社 化学製品製造業
社外取締役
（監査等委
員）

無 無

131 榎本 政彦 60 国税庁長官官房付 - - - - - R7.7.10 R8.6.26 科研製薬株式会社

医薬品、医療機器、
農業薬品、飼料添加
物、動物用医薬品の
製造販売及び不動産
の賃貸

社外監査役 無 無

132 大津 俊哉 60 財務省大臣官房付 - - - - - R7.7.10 R8.4.1
東京海上日動火災保
険株式会社

損害保険事業等 顧問 無 無

133 大津 俊哉 60 財務省大臣官房付 - - - - - R7.7.10 R8.4.1
合同会社リージョナ
ル・クリエーション

コンサルティング業 代表 無 無

134 大西 啓之 60
国税庁大阪国税局
調査第二部長

- - - - - R7.7.10 R8.6.26 株式会社中西製作所
業務用厨房機器の製
造・販売

社外監査役 無 無

135 大西 啓之 60
国税庁大阪国税局
調査第二部長

- - - - - R7.7.10 R8.6.26
金井重要工業株式会
社

繊維機器及び不織布
の製造・販売

社外監査役 無 無

136 大西 啓之 60
国税庁大阪国税局
調査第二部長

- - - - - R7.7.10 R8.6.26
金井ホールディング
ス株式会社

グループ全体の経営
を管理・統括

社外監査役 無 無

137 﨑田 美和 60
国税庁大阪国税局
阿倍野税務署長

- - - - - R7.7.10 R8.4.22 株式会社萬重 京料理店 事務員 無 無

138 櫻井 元博 60
国税庁東京国税局
新宿税務署長

- - - - - R7.7.10 R8.4.1 みすゞ建設株式会社 建設業 監査役 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

139 髙橋 久一 60
国税庁札幌国税局
札幌東税務署長

- - - - - R7.7.10 R8.4.7
株式会社トヨタレン
タリース新札幌

自動車のレンタル及
びリース業

札幌丘珠空
港店事務員

無 無

140 田島 伸二 59 国税庁徴収部長 - - - - - R7.7.10 R8.4.1
学校法人産業能率大
学

教育・研究
産業能率大
学経営学部
教授

無 無

141 知野 儀行 60
国税庁関東信越国
税局新潟税務署長

- - - - - R7.7.10 R8.6.25 株式会社植木組 総合建築業
取締役監査
等委員

無 無

142 角鹿 郁 60
国税庁札幌国税局
帯広税務署長

- - - - - R7.7.10 R8.4.7 角鹿郁税理士事務所 税理士業 開業税理士 無 無

143 鶴崎 隆美 60
国税庁福岡国税局
長崎税務署長

- - - - - R7.7.10 R8.4.20
小田健司税理士事務
所

税理士業 所属税理士 無 無

144 長尾 雅博 61
国税庁福岡国税局
課税第二部長

- - - - - R7.7.10 R8.3.27 株式会社川崎技研 プラント建設業 監査役 無 無

145 沼口 秀樹 60
国税庁東京国税局
荒川税務署長

- - - - - R7.7.10 R8.6.1
Management LABO経営
会計事務所

経理総務アウトソー
シング、経営コンサ
ルティング等

顧問 無 無

146 畑 昌起 60
国税庁広島国税局
米子税務署長

- - - - - R7.7.10 R8.4.1
公益社団法人広島東
法人会

税務知識の普及と納
税意識の高揚に資す
る各種事業等

事務局員 無 無

147 森本 健夫 60
国税庁東京国税局
横浜中税務署長

- - - - - R7.7.10 R8.4.1
独立行政法人中小企
業基盤整備機構

中小企業者等に対す
る助言、研修、資金
の貸付け等

非常勤嘱託
職員

無 無

148 小島 淳夫 60

国税庁関東信越国
税局浦和税務署税
務広報広聴官（国
税庁関東信越国税
局土浦税務署長）

- - - - - R7.12.31 R8.4.23
小島淳夫税理士事務
所

税理士業 開業税理士 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

149 岡本 登 60
財務省大臣官房財
政経済特別研究官
（中国財務局長）

R7.4.10

①中国財務局長
②財務省大臣官房
財政経済特別研究
官

①R7.4.10
②R7.7.1

①R7.6.30
②R8.2.28

①中国財務局管内
における財政、国
有財産及び金融等
に関する事務
②財務省の所掌に
属する重要な財政
経済政策の企画及
び立案の支援

R8.2.28 R8.4.1 学校法人追手門学院 教育・研究
追手門学院
大学経営学
部教授

無 無

150 大塚 美樹 59
関東財務局理財部
次長 兼 金融商品
取引所監理官

- - - - - R8.3.31 R8.6.19 東京ベイ信用金庫 金融業 常勤監事 無 無

151 黒子 雅則 61

国税庁東京国税局
麹町税務署審理専
門官（国税庁東京
国税局板橋税務署
長）

- - - - - R8.3.31 R8.6.16
ベンチャーサポート
税理士法人

税理士業
NX新宿オ
フィス事務
員

無 有

152 黒子 雅則 61

国税庁東京国税局
麹町税務署審理専
門官（国税庁東京
国税局板橋税務署
長）

- - - - - R8.3.31 R8.6.24
黒子雅則税理士事務
所

税理士業 開業税理士 無 無

153 小林 正人 57 財務省理財局局付 - - - - - R8.3.31 R8.4.1
社会福祉法人こども
の国協会

児童福祉法に規定す
る児童厚生施設を経
営する事業

経理部部長 無 無

154 田口 明宏 57
東北財務局総務部
部付

- - - - - R8.3.31 R8.6.1 東北労働金庫 金融業 契約職員 無 無

155 中村 伸 61

国税庁熊本派遣監
督評価官室監督評
価官補（国税庁熊
本国税局熊本西税
務署長）

- - - - - R8.3.31 R8.6.24 中村伸税理士事務所 税理士業 開業税理士 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

156 堀納 隆成 60 財務省理財局局付 - - - - - R8.3.31 R8.4.1 学校法人二戸学園 教育・研究
岩手保健医
療大学会計
課長

無 無

157 水谷 年宏 60 国税庁長官官房付 R7.12.22

①国税庁広島国税
不服審判所長
②国税庁長官官房
付

①R7.12.22
②R8.3.31

①R8.3.30
②R8.3.31

①中国地方5県にお
ける審査請求事務
②長官官房に係る
事務

R8.3.31 R8.4.1
学校法人新潟総合学
園

教育・研究

開志創造大
学大学院事
業創造研究
科教授

無 無

158 山野 広樹 61

財務省大臣官房会
計課予算執行分析
官（国税庁熊本国
税局都城税務署
長）

R8.1.26
財務省大臣官房会
計課予算執行分析
官

R8.1.26 R8.3.31

決算及び会計の監
査に関する事務の
うち重要な事項に
ついての調査・分
析、予算執行の効
率化に関する事務
の支援

R8.3.31 R8.4.1
大樹生命保険株式会
社

保険事業
公共・広域
法人営業部
顧問

無 無

159 一安 公敬 57
国税庁熊本国税局
課税部個人課税課
長

- - - - - R8.4.10 R8.6.1
税理士法人熊本東会
計センター

税理士業
税理士補助
員

無 無

160 三井 敬謙 59
近畿財務局総務部
部付

- - - - - R8.6.16 R8.6.25 成協信用組合 金融業 常勤監事 無 無

161 千原 由幸 60
科学技術・学術政
策研究所長

- - - - - R7.7.14 R8.4.1
国立大学法人千葉大
学

教育・研究

未来医療教
育研究機構
特任教授 命 
未来粘膜ワ
クチン研究
開発シナ
ジー拠点事
務部門長
（拠点長サ
ポート部門
長兼務）

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

162 山下 洋 60

文部科学省高等教
育局国立大学法人
支援課国立大学運
営調査分析官（文
部科学省総合教育
政策局生涯学習推
進課長）

- - - - - R7.7.31 R8.4.1 学校法人市邨学園 教育・研究

名古屋経済
大学副学長
（経営担
当）

無 無

163 佐野 壽則 48
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R7.8.21 R8.4.1
国立大学法人兵庫教
育大学

教育・研究

教員養成・
研修高度化
センター特
別教授

無 無

164 佐野 壽則 48
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R7.8.21 R8.4.1
国立大学法人東京学
芸大学

教育・研究 参与 無 無

165 大川 鉄也 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.4.1 学校法人瀬木学園 教育・研究
法人本部事
務局長

無 無

166 大谷 圭介 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.4.1 学校法人甲南学園 教育・研究

甲南大学
ネットワー
クキャンパ
ス東京事務
所所長代理

無 無

167 鎌塚 聡 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.4.1
公益財団法人日本国
際教育支援協会

学生支援業務
日本語試験
センター長
（部長級）

無 無

168 木下 孝洋 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.4.1
学校法人日本医療大
学

教育・研究
事務局東京
事務所参与

無 無

169 木下 孝洋 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.4.1
株式会社第一成和事
務所

保険業 顧問 無 無

170 河野 広幸 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.4.1
学校法人国際医療福
祉大学

教育・研究

国際医療福
祉大学成田
キャンパス
事務部長

無 無
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番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
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認の有無
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官民人材
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（注４）

所属・官職

在職期間
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再就職先に
おける地位

171 酒井 貢 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.4.1
一般社団法人日本私
立歯科大学協会

私立歯科大学の教
育、研究及び経営等
に関する調査研究

事務局次長 無 無

172 坂本 淳一 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.4.1 学校法人青葉学園 教育・研究
東京医療保
健大学事務
局長

無 無

173 田頭 吉一 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.4.1 学校法人志學館学園 教育・研究
理事及び鹿
児島女子短
期大学学長

無 無

174 永田 勝 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.4.1 公益財団法人修養団
青少年の健全育成事
業等

事務局長 無 無

175 長野 裕子 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.4.1
国立研究開発法人物
質・材料研究機構

物質・材料科学に関
する研究開発

国際・広報
部門長 併任 
理事長特別
補佐

無 無

176 奈良 哲 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.4.1
学校法人京都外国語
大学

教育・研究
法人事務局
調査役

無 無

177 羽鳥 政男 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.4.1
公益財団法人スポー
ツ安全協会

スポーツ活動等の普
及奨励、スポーツ活
動等の安全・事故防
止、スポーツ・文化
活動等に関する補償
制度等

総務部長 無 無

178 藤波 豊彦 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.4.1
学校法人関西医科大
学

教育・研究

イノベー
ション・ベ
ンチャー室
企画部門部
長

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

179 堀江 直純 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.4.1
公益財団法人日本パ
ラスポーツ協会

パラスポーツの普及
拡大、競技力向上等
のパラスポーツの振
興に係る業務

事務局長事
務取扱

無 無

180 丸山 浩 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.4.1
一般社団法人国立大
学協会

国立大学法人の振興
等を達成するための
事業の実施

事務局次長 無 無

181 溝部 康雄 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.5.1
学校法人東京歯科大
学

教育・研究
内部監査室
長

無 無

182 奥平 忠 61

厚生労働省大臣官
房会計課ヘルスケ
ア推進室保健指導
推進官（厚生労働
省大臣官房会計課
厚生管理企画官 併
任 厚生労働省大臣
官房会計課厚生管
理室長 併任 厚生
労働省大臣官房人
事課）

- - - - - R7.3.31 R8.6.1
一般社団法人シル
バーサービス振興会

シルバーサービスに
関する調査、研究等

事務職員
（嘱託職
員）

無 無

183 小野寺 義直 61

厚生労働省職業安
定局総務課中央職
業安定監察官（厚
生労働省大臣官房
付）

- - - - - R7.3.31 R8.4.16
公益財団法人産業雇
用安定センター

出向・移籍等による
労働力の移動の希
望、受入れ可能の状
況等に関する人材情
報の収集、提供、相
談、あっせん等

総務部次長 
兼 経理課長

無 有

184 佐々木 幸彦 61

東京労働局新宿公
共職業安定所特別
雇用指導官（東京
労働局墨田公共職
業安定所長）

- - - - - R7.3.31 R8.5.1
一般社団法人全国労
働保険事務組合連合
会

労働保険事務組合の
育成及び運営の指
導・相談、労働保険
制度の啓蒙・普及等

東京支部嘱
託職員

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

185 須藤 正雄 61

東京労働局職業安
定部地方職業安定
監察官（東京労働
局飯田橋公共職業
安定所長）

- - - - - R7.3.31 R8.5.1
東京都社会保険労務
士会

社会保険労務士の登
録・入会等

調査役 無 無

186 八反田 健 61
北海道労働局函館
労働基準監督署長

- - - - - R7.3.31 R8.5.15
つしま医療福祉グ
ループ社会福祉法人
ノテ福祉会

社会福祉事業

人材開発研
修本部アン
デルセン福
祉村（法人
本部）労務
管理統括

無 無

187 馬場 剛 61

福岡労働局福岡中
央公共職業安定所
就職促進指導官 併
任 福岡労働局総務
部総務課主任（福
岡労働局福岡中央
公共職業安定所
長）

- - - - - R7.3.31 R8.4.1 株式会社にしけい 警備業
人事部担当
部長

無 無

188 藤本 秀士 65 福岡検疫所長 - - - - - R7.3.31 R8.4.1 学校法人西南女学院 教育・研究
西南女学院
大学保健福
祉学部教授

無 無

189 本多 信一郎 61

厚生労働省労働基
準局監督課中央労
働基準監察監督官
（宮城労働局労働
基準部長）

- - - - - R7.3.31 R8.5.1
一般社団法人仮設工
業会

建設工事用の仮設機
材製品等の試験、技
術指導等

技術部次長 無 無

190 前田 光哉 57
厚生労働省大臣官
房付

- - - - - R7.7.8 R8.4.1 港区 地方公務
みなと保健
所所長

無 無

191 中村 博治 61
厚生労働省大臣官
房付

- - - - - R7.10.1 R8.4.1
明治安田生命保険相
互会社

保険業
公法人第一
部顧問

無 無

192 丈達 泰史 60
厚生労働省大臣官
房付

- - - - - R7.12.31 R8.4.1
Meiji Seikaファルマ
株式会社

医薬品等の研究開発
及び製造販売

開発薬事部
薬事顧問

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
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所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

193 千葉 登志雄 60

厚生労働省労働基
準局総務課労災保
険業務分析官 併任 
厚生労働省労働基
準局労働保険徴収
課（福岡労働局
長）

- - - - - R7.12.31 R8.4.1
労働関係法人企業年
金基金

年金資産の運用、年
金経理の出納・決
算、加入者資格の得
喪等管理、年金の裁
定・給付、その他年
金の管理運用業務

嘱託職員 無 無

194 千葉 登志雄 60

厚生労働省労働基
準局総務課労災保
険業務分析官 併任 
厚生労働省労働基
準局労災保険徴収
課（福岡労働局
長）

- - - - - R7.12.31 R8.5.19
労働関係法人企業年
金基金

年金資産の運用、年
金経理の出納・決
算、加入者資格の得
喪等管理、年金の裁
定・給付、その他年
金の管理運用業務

理事長 無 無

195 石井 美佐子 60
東京労働局渋谷労
働基準監督署長

- - - - - R8.3.31 R8.6.1
林業・木材製造業労
働災害防止協会

林業及び木材製造業
の労働災害防止

常勤嘱託
（調査役）

無 無

196 依田 泰 59
厚生労働省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.6.19
公益財団法人全国生
活衛生営業指導セン
ター

生活衛生関係営業に
関する情報の収集・
提供、調査研究、都
道府県指導センター
の事業の連絡調整、
指導等

副理事長
（非常勤）

無 無

197 市岡 雄志 61

岐阜労働局大垣公
共職業安定所外国
人労働者専門官
（岐阜労働局岐阜
公共職業安定所
長）

R8.1.5
岐阜労働局大垣公
共職業安定所外国
人労働者専門官

R8.1.5 R8.3.31
外国人雇用管理、
障害者雇用指導

R8.3.31 R8.4.2 各務原市 地方公務

産業活力部
商工振興課
地域職業相
談専門官

無 無

198 伊地知 康 60
大阪労働局天満労
働基準監督署長

- - - - - R8.3.31 R8.6.1
公益財団法人安全衛
生技術試験協会

クレーン運転等国家
試験及び労働安全・
衛生コンサルタント
並びに作業環境測定
士の登録事務

近畿安全衛
生技術セン
ター大阪試
験場試験課
長

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

199 桐生 康生 61 東京検疫所長 - - - - - R8.3.31 R8.6.1
医療法人社団しろひ
げファミリー

医療事業
しろひげ在
宅診療所医
師

無 無

200 工藤 仁美 60
千葉労働局千葉労
働基準監督署長

- - - - - R8.3.31 R8.6.1
一般社団法人東京ハ
イヤー・タクシー協
会

一般乗用旅客自動車
運送事業に関する調
査、研究、対策等

業務第三部
長

無 無

201 澤田 泰宏 65

国立障害者リハビ
リテーションセン
ター病院臨床研究
開発部長

- - - - - R8.3.31 R8.5.1
有限会社銀河コーポ
レーション

医療関連事業 代表取締役 無 無

202 柴辻 正喜 60

厚生労働省医薬局
監視指導・麻薬対
策課医薬品・医療
機器等監視指導国
際基準調査分析官
（東海北陸厚生局
麻薬取締部長）

R8.1.20

厚生労働省医薬局
監視指導・麻薬対
策課医薬品・医療
機器等監視指導国
際基準調査分析官

R8.1.20 R8.3.31

医薬品・医療機器
の監視指導関係国
際基準を踏まえた
国内規制の企画立
案支援

R8.3.31 R8.4.1
国立医薬品食品衛生
研究所

国家公務
食品添加物
部特任研究
員

無 無

203 城 寿克 60
厚生労働省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.5.1
一般社団法人日本ク
レーン協会

クレーン等に関する
調査研究、教育講
習、検査検定等

本部事業部
審議役

無 無

204 白石 好春 60
厚生労働省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.6.1
公益社団法人全国労
働衛生団体連合会

法人の事業運営に関
する企画立案・総合
調整等

常勤嘱託
（企画調整
部長）

無 無

205 富田 望 60
厚生労働省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.4.1 国際労働機関 国際公務
駐日事務所
駐日代表

無 無

206 成井 進 60
厚生労働省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.6.1
公益財団法人理容師
美容師試験研修セン
ター

理容師・美容師の試
験、登録の実施等

九州ブロッ
ク事務所長
代理

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
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ターの援
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職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

207 橋口 忠 61

厚生労働省労働基
準局労災管理課中
央労災補償監察官
（奈良労働局長）

- - - - - R8.3.31 R8.6.1
林業・木材製造業労
働災害防止協会

林業・木材製造業の
事業場に対する労働
災害防止のための指
導、援助

出版事業課
長（常勤嘱
託）

無 無

208 蛭田 俊明 58

国立障害者リハビ
リテーションセン
ター研究所企画調
整官

- - - - - R8.3.31 R8.4.1 自営業 食品加工 - 無 無

209 松野 強 59
厚生労働省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.6.1
一般財団法人医薬品
医療機器レギュラト
リーサイエンス財団

医薬品医療機器等に
関するレギュラト
リーサイエンスに係
る調査研究等

経理部長代
理

無 無

210 和栗 舜太 31
厚生労働省保険局
医療課課長補佐

- - - - - R8.3.31 R8.5.19
共和薬品工業株式会
社

医療用医薬品等の研
究開発、製造、販売
等

取締役 無 無

211 川合 豊彦 59
農林水産省大臣官
房技術総括審議官

- - - - - R6.7.5 R8.6.2
株式会社NTT e-Drone 
Technology

国産ドローンの開発
製造事業、ドローン
運用受託事業等

シニアアド
バイザー

無 無

212 北林 英 郎 60 九州農政局長 - - - - - R6.12.31 R8.6.1
一般社団法人土地改
良建設協会

土地改良建設技術に
関する調査・研究等

参事 無 無

213 佐藤 輝寛 60
林野庁東北森林管
理局米代西部森林
管理署長

- - - - - R7.3.31 R8.4.22
一般社団法人秋田林
業土木協会

林業・土木業
常務理事 兼 
事務局長

無 無

214 新川 俊一 60
農林水産省消費・
安全局食品安全政
策課長

- - - - - R7.3.31 R8.6.16
一般社団法人全日本
配合飼料価格畜産安
定基金

配合飼料の価格差補
てん業務等

常務理事 無 無
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離職時の官職
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再就職先に
おける地位

215 中野 亨 60
林野庁北海道森林
管理局次長

- - - - - R7.3.31 R8.5.24
北海道木材産業協同
組合連合会

木材の共同生産、共
同加工、共同販売及
び共同購入、木材需
要促進事業等関連事
務

副会長 無 無

216 平山 真大 60
近畿農政局土地改
良技術事務所長

- - - - - R7.3.31 R8.4.1 日本管財株式会社
建物管理運営事業、
住宅管理運営事業等

本店第4本部
施設警備員

無 無

217 青戸 直哉 59

農林水産省輸出・
国際局総務課国際
情報分析官 兼 輸
出・国際局国際地
域課付（農林水産
省大臣官房付）

- - - - - R7.6.30 R8.4.1

公益財団法人ジャパ
ン・スタッドブッ
ク・インターナショ
ナル

海外の競馬に関する
情報の収集・提供、
軽種馬の登録等

参与 無 無

218 前島 明成 58
農林水産省農村振
興局長

- - - - - R7.7.1 R8.4.1
株式会社ニチレイ
フーズ

食品製造業 理事 無 無

219 松尾 浩則 59
農林水産省農産局
長

- - - - - R7.7.1 R8.4.1
海外貨物検査株式会
社

貨物・商品の品質、
数量、安全性等の検
査等

経営企画部
役員室長

無 無

220 國井 聡 60

農林水産省消費・
安全局食品安全政
策課食品安全情報
分析官 兼 消費・
安全局消費者行
政・食育課付（農
林水産省大臣官房
付）

- - - - - R7.12.31 R8.4.1
一般社団法人全国中
央市場青果卸売協会

中央卸売市場におけ
る取引の合理化、卸
売業者の経営等に関
する調査・研究等

特別参与 無 無

221 國井 聡 60

農林水産省消費・
安全局食品安全政
策課食品安全情報
分析官 兼 消費・
安全局消費者行
政・食育課付（農
林水産省大臣官房
付）

- - - - - R7.12.31 R8.5.12
一般社団法人全国中
央市場青果卸売協会

中央卸売市場におけ
る取引の合理化、卸
売業者の経営等に関
する調査・研究等

専務理事 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

222 黒川 淳一 59

農林水産省大臣官
房政策課政策情報
分析官 兼 水産庁
資源管理部管理調
整課付（農林水産
省大臣官房付）

- - - - - R7.12.31 R8.4.1
共栄火災海上保険株
式会社

損害保険事業 顧問 無 無

223 佐藤 正 58

農林水産省大臣官
房政策課国際食料
情報分析官 兼 大
臣官房新事業・食
品産業部食品製造
課付（農林水産省
大臣官房参事官 兼 
消費・安全局付 兼 
輸出・国際局付）

- - - - - R7.12.31 R8.4.1
一般社団法人全国水
産卸協会

水産物全般の流通に
関する調査研究、普
及指導等

顧問 無 無

224 佐藤 正 58

農林水産省大臣官
房政策課国際食料
情報分析官 兼 大
臣官房新事業・食
品産業部食品製造
課付（農林水産省
大臣官房参事官 兼 
消費・安全局付 兼 
輸出・国際局付）

- - - - - R7.12.31 R8.5.25
一般社団法人全国水
産卸協会

水産物全般の流通に
関する調査研究、普
及指導等

専務理事 無 無

225 森田 健児 58

農林水産省大臣官
房政策課政策情報
分析官 兼 畜産局
食肉鶏卵課付（農
林水産省大臣官房
付）

- - - - - R7.12.31 R8.4.1
一般財団法人グリー
ンチャンネル

渉外広報、放送番組
の編成制作、会員管
理、個人情報等

常務理事 無 無

226 髙橋 仁志 59

農林水産省大臣官
房政策課国際食料
情報分析官 兼 大
臣官房統計部生産
流通消費統計課付
（農林水産省大臣
官房付）

- - - - - R8.2.28 R8.5.13
一般社団法人日本
フードサービス協会

フードサービス産業
及び食生活の向上に
関する情報の収集提
供並びに広報等

専務理事 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

227 赤羽根 浩 60
林野庁北海道森林
管理局上川北部森
林管理署長

- - - - - R8.3.31 R8.5.11 ハラダ工業株式会社
土木建築請負、測量
及び設計、森林整備
事業等

札幌支店技
術顧問

無 有

228 足立 整 60
中国四国農政局生
産部長

- - - - - R8.3.31 R8.6.1
公益財団法人中央果
実協会

果実の安定的な生産
出荷及び果樹農家の
経営の支援に関する
事業等

審議役 無 無

229 内田 幸雄 61

農林水産省大臣官
房政策課企画官 兼 
大臣官房地方課付
（農林水産政策研
究所長）

- - - - - R8.3.31 R8.6.9
公益社団法人米穀安
定供給確保支援機構

米穀の安定供給の確
保の支援

専務理事 無 無

230 大坂 浩之 60
農林水産省大臣官
房参事官

- - - - - R8.3.31 R8.6.19
一般財団法人農林水
産奨励会

農林水産関係団体の
利用に供するための
会館の設置及び運営
等

常務理事 兼 
事務局長

無 無

231 大澤 信靖 60
近畿農政局地方参
事官

- - - - - R8.3.31 R8.5.29
一般社団法人日本パ
スタ協会

国産パスタの製品改
良、品質向上及び規
格の改善に関する調
査研究等

専務理事 無 無

232 岡村 和哉 60
林野庁森林整備部
付

- - - - - R8.3.31 R8.4.1
公益社団法人国土緑
化推進機構

緑の募金による森林
の整備、緑化の推進
及びそれらに関する
国際協力

調査役 無 無

233 勝野 美江 57

農林水産省大臣官
房政策課政策情報
分析官 兼 大臣官
房新事業・食品産
業部外食・食文化
課付（農林水産省
大臣官房付）

R7.12.14

農林水産省大臣官
房政策課政策情報
分析官 兼 大臣官
房新事業・食品産
業部外食・食文化
課付

R7.12.14 R8.3.31
和食文化の保護・
継承活動の推進

R8.3.31 R8.4.1
学校法人高崎健康福
祉大学

教育・研究

高崎健康福
祉大学農学
部生物生産
学科教授

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

234 唐澤 智 60
林野庁東北森林管
理局次長

- - - - - R8.3.31 R8.6.1
一般社団法人全国木
材組合連合会

木材利用及び木材産
業に関する調査研
究、普及等

審議役 無 有

235 河野 裕之 60
林野庁北海道森林
管理局次長

- - - - - R8.3.31 R8.6.1 宗教法人明治神宮 明治神宮の運営
管理部管理
課林苑主任
技師

無 無

236 木村 勝彦 61

農林水産省農産局
穀物課生産専門官
（北陸農政局生産
部長）

- - - - - R8.3.31 R8.6.1 糧栄産業株式会社

商社業務に係る代金
の代理請求、代理支
払業務等を主とする
商社代行業務

参与 無 無

237 桑原 智 59

水産庁増殖推進部
漁場資源課漁業資
源情報分析官 兼 
水産庁増殖推進部
栽培養殖課付（水
産庁漁政部付）

- - - - - R8.3.31 R8.6.22
全国遠洋沖合漁業信
用基金協会

保証保険 専務理事 無 無

238 斎藤 晃 60

水産庁資源管理部
国際課国際水産情
報分析官 兼 水産
庁資源管理部漁獲
監理官付（水産庁
資源管理部管理調
整課長）

- - - - - R8.3.31 R8.6.17
公益社団法人全国豊
かな海づくり推進協
会

豊かな海づくりに関
する調査及び資料収
集等

専務理事 無 無

239 酒井 利成 60
関東農政局消費・
安全部長

- - - - - R8.3.31 R8.6.1 糧栄産業株式会社

商社業務に係る代金
の代理請求、代理支
払業務等を主とする
商社代行業務

参与 無 無

240 佐々木 徹 60
農林水産省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.6.1
公益財団法人日本農
林漁業振興会

農林水産祭の実施事
業

嘱託職員
（総務部調
査役）

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

241 佐野 学 61

関東農政局統計部
生産流通消費統計
課生産統計指導官
（近畿農政局地方
参事官）

- - - - - R8.3.31 R8.5.25
一般社団法人日本養
鶏協会

養鶏生産物の需給の
安定、消費の促進及
び養鶏に関する情報
の収集、提供等の活
動

業務第一部
長

無 無

242 澤田 龍治 60
水産庁漁政部水産
経営課指導室長

- - - - - R8.3.31 R8.6.1 廣屋水産株式会社 水産業 会計主任 無 無

243 塩手 宏一 60
水産庁漁政部漁政
課船舶管理室長

- - - - - R8.3.31 R8.6.1
一般社団法人マリノ
フォーラム21

国内外の水産業の振
興支援

嘱託職員
（参事）

無 無

244 嶋﨑 智章 60

農林水産省消費・
安全局畜水産安全
管理課畜水産安全
情報分析官（動物
医薬品検査所長）

- - - - - R8.3.31 R8.6.3
公益社団法人日本動
物用医薬品協会

動物用医薬品等の学
術の振興・普及、関
係法令の調査・研
究、開発・改良・製
造技術の向上に関す
る事業及び動物衛生
の向上のための協力
に関する事業等

専務理事 無 無

245 森内 賀久 61

林野庁関東森林管
理局計画保全部計
画課森林施業調整
官（林野庁関東森
林管理局中越森林
管理署長）

R7.11.20

林野庁関東森林管
理局計画保全部計
画課森林施業調整
官

R7.11.20 R8.3.31
希少種保護、赤谷
プロジェクト等に
関する事務

R8.3.31 R8.4.1 住友林業株式会社
山林環境事業、木材
建材事業、住宅事業
等

岐阜樹木育
苗センター
シニアリー
ダー

無 無

246 山下 雅幸 60 農林水産研修所長 - - - - - R8.3.31 R8.5.25
一般社団法人日本養
鶏協会

養鶏生産物の需給の
安定、消費の促進及
び養鶏に関する情報
の収集、提供等の活
動

総務部長 無 無

247 山野 淳一 60
近畿農政局消費・
安全部長

- - - - - R8.3.31 R8.6.20
一般社団法人日本ホ
ルスタイン登録協会

ホルスタイン種牛の
登録・育種改良に関
する事業等

専務理事 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

248 山本 茂 60
林野庁北海道森林
管理局根釧西部森
林管理署長

- - - - - R8.3.31 R8.5.14
東北海道森林整備事
業協会

林業に関する、技術
及び知識の向上を図
るための調査等

専務理事 無 有

249 渡辺 安宣 60 東海農政局次長 R8.3.5 東海農政局次長 R8.3.5 R8.3.31
東海農政局の所掌
に関する事務の整
理

R8.3.31 R8.6.1
一般社団法人外国人
食品産業技能評価機
構

外国人特定技能制度
及び外国人技能実習
制度それぞれの技能
評価試験の実施

参与 無 有

250 小泉 朋幸 60
経済産業省大臣官
房付

- - - - - R7.3.31 R8.4.1
JX金属エコマネジメ
ント株式会社

JX金属グループにお
ける事業を休廃止し
た鉱山・製錬所等の
管理業務

代表取締役
社長

無 無

251 神宮 勉 60
経済産業省大臣官
房付

- - - - - R7.3.31 R8.6.12
一般社団法人日本染
色協会

染色整理業に関する
調査研究、情報の収
集及びその提供、取
引関係の改善、経営
の合理化等構造改善
に関する研究及び指
導、環境、安全等に
関わる技術の改善・
開発等に関する研究
及び指導、知識の普
及及び広報活動、そ
の他本会の目的を達
成するために必要な
事業

専務理事 無 無

252 瓜生 和久 57

経済産業省イノ
ベーション環境局
基準認証政策統括
調整官

- - - - - R7.7.1 R8.6.10
一般社団法人ソフト
ウェア協会

ソフトウェア産業に
係る基盤整備等

専務理事
（業務執行
理事）

無 無

253 奥山 剛 56
経済産業省通商政
策局通商交渉官 兼 
戦略輸出交渉官

- - - - - R7.7.1 R8.4.1
コンビナート高度統
合運営技術研究組合

コンビナート高度統
合運営技術に関する
試験研究その他の事
業

専務理事 無 無

38



自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

254 黒田 淳一郎 57
経済産業省大臣官
房付

- - - - - R7.7.1 R8.4.1
三菱自動車工業株式
会社

自動車製造・販売

理事管理・
サステナビ
リティ本部
長 兼 経営
戦略本部本
部長補佐

無 無

255 桑原 智隆 49

経済産業省イノ
ベーション・環境
局イノベーション
創出新事業推進課
長

- - - - - R7.7.1 R8.6.1 株式会社三菱UFJ銀行 金融業
アドバイ
ザー

無 無

256 桜町 道雄 58
経済産業省大臣官
房付

- - - - - R7.7.1 R8.4.1 株式会社島津製作所

理化学機器、放射線
機器、電気機器、電
子機器、工業計測
器、産業機器等の製
造販売

常務執行役
員（経営戦
略副担当 兼 
営業副担
当）

無 無

257 鈴木 洋一郎 59
経済産業省大臣官
房付

- - - - - R7.7.1 R8.6.9
一般財団法人電源地
域振興センター

電源地域等の長期的
かつ自立的な振興等
に関する調査、研究
等

専務理事 兼 
代表理事

無 無

258 奈須野 太 58
経済産業省大臣官
房付

- - - - - R7.7.1 R8.4.1 三菱電機株式会社
電気機械器具等の製
造販売等

上席執行役
員

無 無

259 西村 秀隆 56

経済産業省大臣官
房サイバーセキュ
リティ・情報化審
議官 併任 大臣官
房サイバー国際経
済政策統括調整官 
併任 商務情報政策
局情報政策統括調
整官

- - - - - R7.7.1 R8.4.1 日本酸素株式会社
産業ガス製造・販売
事業等

執行役員
（技術統括
ユニット長 
兼 グローバ
ル技術・保
安統括部長
併せて保安
統括責任
者、品質保
証統括責任
者、環境統
括責任者及
び知的財産
統括責任
者）

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

260 西村 秀隆 56

経済産業省大臣官
房サイバーセキュ
リティ・情報化審
議官 併任 大臣官
房サイバー国際経
済政策統括調整官 
併任 商務情報政策
局情報政策統括調
整官

- - - - - R7.7.1 R8.4.1
日本酸素ホールディ
ングス株式会社

産業ガス製造・販売
事業等を営む会社の
経営管理等

サステナビ
リティ統括
室副室長

無 無

261 野村 栄悟 55
経済産業省大臣官
房付

- - - - - R7.7.1 R8.4.1 沖電気工業株式会社
電子通信・情報処
理・ソフトウェアの
製造・販売等

常務理事 無 無

262 渡邊 昇治 59
経済産業省大臣官
房付

- - - - - R7.7.1 R8.5.21 株式会社松尾研究所
研究開発・スタート
アップ支援

業務委託に
よる社外ア
ドバイザー

無 無

263 髙橋 正和 55
経済産業省大臣官
房付

- - - - - R7.11.4 R8.4.1
一般財団法人北海道
電気保安協会

電気保安に関する企
画業務

企画本部企
画部担当部
長

無 有

264 舟木 健太郎 56

経済産業省商務情
報政策局文化創造
産業課国際博覧会
上席企画調整官

- - - - - R7.11.4 R8.4.1 日本船舶輸出組合 船舶の輸出振興等 審議役 無 無

265 舟木 健太郎 56

経済産業省商務情
報政策局文化創造
産業課国際博覧会
上席企画調整官

- - - - - R7.11.4 R8.5.21 日本船舶輸出組合 船舶の輸出振興等 専務理事 無 無

266 南 亮 59
経済産業省大臣官
房商務・サービス
審議官

- - - - - R7.11.20 R8.6.1 株式会社デンソー
自動車部品の製造販
売

上席執行幹
部

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

267 蘆田 和也 55

経済産業省大臣官
房福島復興推進グ
ループ政策調整官
（福島イノベー
ション・コースト
構想担当）

- - - - - R7.12.31 R8.4.1
一般財団法人エル
ピーガス振興セン
ター

LPガス産業活性化に
関する事業

総務部長 兼 
広報室長 兼 
調査研究部
長 兼 助成
事業室長

無 無

268 藤木 明 61

中部経済産業局電
力・ガス事業北陸
支局総務課北陸経
済企画調査室長補
佐（中部経済産業
局電力・ガス事業
北陸支局電源開発
調整官）

- - - - - R7.12.31 R8.5.1
一般社団法人北陸電
気管理技術者協会

電気事業法に基づく
電気保安管理業務を
受託する個人事業者
（会員）の業務支援

本部職員 無 無

269 大島 勉 57
特許庁審判部審判
長（第38部門）

- - - - - R8.1.1 R8.4.1
一般財団法人日本特
許情報機構

工業所有権情報に関
する調査等

商標審査協
力部主幹

無 有

270 瓦吹 雅彦 57
特許庁総務部会計
課会計調査官

- - - - - R8.1.1 R8.4.1
一般財団法人日本特
許情報機構

工業所有権情報に関
する調査等

営業推進部
主幹

無 有

271 清川 恵子 58
特許庁審判部主席
審判官（上級・第
35部門）

- - - - - R8.1.1 R8.4.1
弁理士法人英知国際
特許商標事務所

弁理士業務 商標部長 無 有

272 高橋 憲夫 58
特許庁審査業務部
審査業務課長

- - - - - R8.1.1 R8.4.1
一般財団法人工業所
有権協力センター

工業所有権に関する
調査

総務部次長 無 有

273 信谷 和重 59
経済産業省大臣官
房付

- - - - - R8.2.1 R8.5.1
一般社団法人電子情
報技術産業協会

電子情報技術産業
中期戦略推
進事務局長

無 無

274 信谷 和重 59
経済産業省大臣官
房付

- - - - - R8.2.1 R8.6.10
一般社団法人電子情
報技術産業協会

電子情報技術産業
代表理事専
務理事

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

275 森田 健太郎 56

経済産業省商務情
報政策局商務・
サービス政策統括
調整官 併任 大
阪・関西万博統括
調整官

- - - - - R8.2.28 R8.6.1
一般財団法人カーボ
ンニュートラル燃料
技術センター

カーボンニュートラ
ル社会の実現に向け
た脱炭素や資源循環
に係る革新的技術開
発等の推進

顧問 無 無

276 森田 健太郎 56

経済産業省商務情
報政策局商務・
サービス政策統括
調整官 併任 大
阪・関西万博統括
調整官

- - - - - R8.2.28 R8.6.24
一般財団法人カーボ
ンニュートラル燃料
技術センター

カーボンニュートラ
ル社会の実現に向け
た脱炭素や資源循環
に係る革新的技術開
発等の推進

常務理事
（業務執行
理事）

無 無

277 島上 聖司 60

経済産業省商務情
報政策局商務・
サービス政策統括
調整官

- - - - - R8.3.19 R8.6.1 株式会社LEシステム
バナジウムレドック
スフローバッテリ電
解液の製造・販売等

社長室室長 無 無

278 島上 聖司 60

経済産業省商務情
報政策局商務・
サービス政策統括
調整官

- - - - - R8.3.19 R8.6.1
株式会社RS 
Technologies

シリコンウェハーの
再生、販売等

総務人事部
担当部長

無 無

279 髙橋 直彦 60

特許庁審査業務部
審査業務課知的財
産情報分析官（方
式審査基準担当） 
併任 特許庁総務部
普及支援課知的財
産情報分析官（中
小企業支援担当）
（特許庁審査業務
部出願課国際出願
室長）

R8.1.9

特許庁審査業務部
審査業務課知的財
産情報分析官（方
式審査基準担当） 
併任 特許庁総務
部普及支援課知的
財産情報分析官
（中小企業支援担
当）

R8.1.9 R8.3.30
中小企業等への知
財支援業務の企
画、運営の支援

R8.3.30 R8.4.1 燕市 地方公務
燕市農業委
員会事務局
主事

無 無

280 井上 信一 60
特許庁審判部審判
長（第32部門）

R7.12.10
特許庁審判部審判
長（第32部門）

R7.12.10 R8.3.31
審判事件に関する
事務

R8.3.31 R8.4.1 特許庁 国家公務 調査員 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

281 梅田 英幸 60
中小企業庁経営支
援部経営支援課海
外展開支援室長

- - - - - R8.3.31 R8.6.10
一般社団法人日本熱
供給事業協会

地域熱供給事業等に
関する調査、研究

専務理事 無 無

282 窪田 治彦 60
特許庁審判部審判
長（第9部門）

R7.12.2
特許庁審判部審判
長（第9部門）

R7.12.2 R8.3.31
審判事件に関する
事務

R8.3.31 R8.4.1 特許庁 国家公務 調査員 無 無

283 桑原 靖雄 60
経済産業省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.6.16
一般社団法人情報
サービス産業協会

情報サービス産業の
健全な発展及び我が
国の情報化の促進

理事（管理
本部長）

無 無

284 藤田 年彦 60
特許庁審判部審判
長（第4部門）

R7.12.11
特許庁審判部審判
長（第4部門）

R7.12.11 R8.3.31
審判事件に関する
審理

R8.3.31 R8.4.1 特許庁 国家公務 調査員 無 無

285 水野 治彦 60
特許庁審判部審判
長（第16部門）

- - - - - R8.3.31 R8.6.1
公益財団法人千葉県
教育振興財団

文化財の調査研究と
遺跡等発掘調査の受
託、社会教育・生涯
学習の推進、学校教
育の支援、県立文化
施設や青少年教育施
設の運営、スポーツ
振興

発掘調査補
助員

無 無

286 柳原 和男 60
中部経済産業局産
業部長

- - - - - R8.3.31 R8.6.1
国立大学法人東海国
立大学機構

教育・研究

名古屋大学
未来社会創
造機構脱炭
素社会創造
センターイ
ノベーショ
ン部門特任
教授 兼 名
古屋大学学
術研究・産
学官連携推
進本部本部
長補佐

無 無

287 阪野 誠司 59
特許庁審判部審判
長（第22部門長）

- - - - - R8.4.1 R8.5.18 すばる特許事務所 弁理士業務 弁理士 無 有
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

288 間野 裕一 53

特許庁審判部上級
審判官（主席・第
12部門） 併任 上
級審判官（主席・
第26部門）

- - - - - R8.4.1 R8.5.1
一般財団法人工業所
有権協力センター

工業所有権に関する
調査

調査業務セ
ンター電気
部門電気機
器グループ
主幹

無 有

289 見坂 茂範 55
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R6.5.17 R7.7.29 参議院 国会議員 議員 無 無

290 田中 知足 57
国土交通省港湾局
付

- - - - - R7.1.1 R8.5.1
一般財団法人港湾空
港総合技術センター

港湾、空港等の建設
技術調査研究、事業
実施の支援等

特別相談役 無 無

291 田中 知足 57
国土交通省港湾局
付

- - - - - R7.1.1 R8.5.1
一般財団法人みなと
総合研究財団

港湾や空港に関する
調査研究等

研究監 無 無

292 木村 達哉 60
気象庁大気海洋部
付

- - - - - R7.2.24 R8.6.26
一般財団法人気象業
務支援センター

気象情報の提供、気
象予報士試験の実
施、気象測器の検定
等

常務理事 無 無

293 大久保 隆洋 60

海上保安庁第十一
管区海上保安本部
那覇海上保安部巡
視船うるま船長

- - - - - R7.3.15 R8.6.1
NSユナイテッド内航
海運株式会社

海運業 顧問 無 無

294 鬼村 栄 61

中国運輸局島根運
輸支局運輸企画専
門官（中国運輸局
広島運輸支局長）

- - - - - R7.3.31 R8.5.1
一般社団法人島根県
旅客自動車協会

バス・タクシー事業
の発展及び利用者
サービスの改善促進

事務局員 無 無

295 鬼村 栄 61

中国運輸局島根運
輸支局運輸企画専
門官（中国運輸局
広島運輸支局長）

- - - - - R7.3.31 R8.6.22
一般社団法人島根県
旅客自動車協会

バス・タクシー事業
の発展及び利用者
サービスの改善促進

専務理事 無 無

44



自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

296 小原 勝 61
九州運輸局宮崎運
輸支局次長（九州
運輸局総務部長）

- - - - - R7.3.31 R8.4.16
一般財団法人九州陸
運協会

九州地区の自動車関
係者の利便増進及び
自動車関連事業の振
興

福岡支部長 無 無

297 恒光 忠義 61
大阪航空局長崎空
港事務所長

- - - - - R7.3.31 R8.4.1
福岡給油施設株式会
社

航空機用燃料貯油施
設の管理、運営等

福岡空港事
業所顧問

無 無

298 松田 竜太郎 60
海難審判所総務課
長

- - - - - R7.3.31 R8.6.1
公益財団法人海難審
判・船舶事故調査協
会

海難審判事件及び船
舶事故等の調査研究

海難審判部
次長

無 無

299 佐々木 敏 60
東北運輸局自動車
交通部長

- - - - - R7.4.1 R8.5.21
一般社団法人宮城県
自動車協会

交通安全に係る宣伝
啓蒙活動、自動車登
録番号標交付代行等

専務理事 無 無

300 中﨑 剛 60
国土交通省大臣官
房技術総括審議官

- - - - - R7.4.1 R8.4.13
一般財団法人沿岸技
術研究センター

沿岸域及び海洋に関
する調査・研究や技
術の普及・啓発

審議役 無 無

301 中﨑 剛 60
国土交通省大臣官
房技術総括審議官

- - - - - R7.4.1 R8.6.22
一般財団法人沿岸技
術研究センター

沿岸域及び海洋に関
する調査・研究や技
術の普及・啓発

理事長 無 無

302 本江 幸一 60
関東運輸局鉄道部
長

- - - - - R7.4.1 R8.5.22
一般社団法人東京ハ
イヤー・タクシー協
会

一般乗用旅客自動車
運送事業の適正な運
営及び健全な発展に
資するための調査、
研究並びに対策

専務理事 無 無

303 三野 康洋 58
北海道開発局農業
水産部調整官

- - - - - R7.4.1 R8.5.21
株式会社地域計画セ
ンター

建設コンサルタント
代表取締役
社長

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

304 村上 幸司 58
国土交通省大臣官
房官庁営繕部設
備・環境課長

- - - - - R7.4.1 R8.5.21
一般社団法人公共建
築協会

公共建築物の建築等
に関する調査、研究
その他の事業

常務理事 兼 
公共建築研
究所長

無 無

305 村上 進一郎 60
近畿運輸局総務部
長

- - - - - R7.4.1 R8.5.29
一般財団法人近畿陸
運協会

自動車の安全の確保
等に関する調査・研
究、自動車検査登録
印紙の売り捌き等

専務理事 無 無

306 石坂 聡 58
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R7.7.1 R8.6.23
公益財団法人住宅リ
フォーム・紛争処理
支援センター

住宅相談、住宅紛争
処理の支援、リ
フォーム市場の環境
整備等

理事長 無 無

307 岩城 宏幸 57
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R7.7.1 R8.1.1 ヤマト運輸株式会社 物流事業
政策企画室
担当室長

無 無

308 岸谷 克己 60
国土交通省大臣官
房技術審議官 併任 
国土交通省鉄道局

- - - - - R7.7.1 R8.6.11
公益財団法人鉄道総
合技術研究所

鉄道技術及び鉄道労
働科学に関する研究
開発、調査等

理事 無 無

309 後藤 慎一 56
国土交通省大臣官
房審議官

- - - - - R7.7.1 R8.6.15
一般財団法人ITSサー
ビス高度化機構

有料道路自動料金収
受に関するシステム
の技術研究開発及び
管理運営

常務理事 無 無

310 田中 由紀 58

国土交通省国際統
括官 併任 国土交
通省国際統括室次
長

- - - - - R7.7.1 R8.3.30
三井海洋開発株式会
社

浮体式海洋石油・ガ
ス生産設備の設計・
建造・据付、販売、
リース及びオペレー
ションサービス

社外取締役
（監査等委
員）

無 無

311 楢橋 康英 57
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R7.7.1 R8.6.18
一般社団法人再開発
コーディネーター協
会

再開発コーディネー
ト業務の健全な発展

専務理事 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

312 丹羽 克彦 61
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R7.7.1 R8.4.1
東京海上日動火災保
険株式会社

損害保険業 顧問 無 無

313 藤巻 浩之 59
国土交通省水管
理・国土保全局長

- - - - - R7.7.1 R8.4.1
一般財団法人水源地
環境センター

水源地域の活性化と
安全で豊かな国民生
活に寄与するための
調査研究・技術開発

理事長 無 無

314 箕作 幸治 59
国土交通省港湾局
付

- - - - - R7.7.1 R8.6.23
一般財団法人港湾空
港総合技術センター

港湾・空港等の建設
技術調査研究、事業
実施の支援等

業務執行理
事

無 無

315 森田 康夫 59
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R7.7.1 R8.5.21
一般社団法人プレス
トレスト・コンク
リート建設業協会

プレストレスト・コ
ンクリート技術の進
歩改善に関する調査
研究・技術者の育成
等

副会長 兼 
専務理事

無 無

316 岩﨑 福久 58
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R7.7.10 R8.5.11
一般社団法人日本建
設業連合会

建設産業の健全な発
展に係る調査研究、
意見具申等

常務理事 無 無

317 前田 比呂明 60

国土地理院応用地
理部防災地理教育
推進官（国土地理
院応用地理部企画
課長）

- - - - - R7.7.31 R7.11.1
一般社団法人日本デ
ジタル道路地図協会

道路網及び道路地図
に関するデジタル
データの整備・更新
及び調査研究等

情報管理部
長

無 無

318 山下 英和 56
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R7.7.31 R8.4.1 学校法人五島育英会 教育・研究
東京都市大
学特任教授

無 無

319 元永 秀 60
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R7.8.1 R8.5.1
公益社団法人雨水貯
留浸透技術協会

雨水を貯留浸透させ
るための技術に関す
る調査、研究、開発
及びその成果の普及

上席専門官 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

320 山本 悟司 58
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R7.8.1 R8.5.11
一般社団法人日本建
設業連合会

建設業に係る諸問題
の解決及び建設産業
の健全な発展に資す
る調査研究等の実施

常務理事 無 無

321 平田 研 57
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R7.9.8 R8.3.2 長崎県 地方公務 知事 無 無

322 小笠原 憲一 59
国土交通省大臣官
房海外プロジェク
ト審議官

- - - - - R7.10.1 R8.6.17 KDDI株式会社 総合通信事業 常勤監査役 無 無

323 松岡 慎治 59
東京航空局東京空
港事務所長

- - - - - R7.10.1 R8.6.25
一般財団法人航空機
安全運航支援セン
ター

飛行場における航空
保安業務・飛行場管
理業務の支援事業

理事 無 無

324 小林 知宏 60
国土交通省港湾局
付

- - - - - R8.1.1 R8.6.23
一般財団法人港湾空
港総合技術センター

港湾・空港等の建設
技術調査研究、事業
実施の支援等

専務理事 無 無

325 福西 謙 59
国土交通省港湾局
付

- - - - - R8.1.1 R8.4.1
一般財団法人沿岸技
術研究センター

沿岸域及び海洋に関
する調査・研究や技
術の普及・啓発

審議役 無 無

326 福西 謙 59
国土交通省港湾局
付

- - - - - R8.1.1 R8.6.22
一般財団法人沿岸技
術研究センター

沿岸域及び海洋に関
する調査・研究や技
術の普及・啓発

専務理事 無 無

327 木村 保雄 61

北海道開発局開発
監理部人事課開発
専門官（北海道開
発局開発監理部広
報室長）

- - - - - R8.1.31 R8.5.1
一般財団法人北海道
開発協会

北海道開発に関する
調査、研究等

開発調査総
合研究所総
括研究員

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

328 奥名 正宏 60 北海道運輸局付 - - - - - R8.3.31 R8.5.1
北海道乗用自動車交
通共済協同組合

乗用旅客自動車協同
組合員共済業務

事務局員 無 無

329 島村 喜一 60
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.4.1 豊橋市 地方公務 副市長 無 無

330 新村 拓郎 60
海上保安庁第十管
区海上保安本部海
洋情報部長

- - - - - R8.3.31 R8.6.1
一般財団法人日本水
路協会

水路図誌の複製頒布
事業、海洋に関する
調査研究の受託業務

水路図誌事
業本部事業
企画部長代
理

無 無

331 杉本 悟史 61

気象庁大気海洋部
環境・海洋気象課
海洋気象情報室主
任技術専門官（気
象庁大気海洋部予
報課長）

- - - - - R8.3.31 R8.6.1
一般財団法人沿岸技
術研究センター

沿岸域の開発や防
災、施設の維持管理
等に関する調査研
究、技術の普及啓発

審議役（嘱
託）

無 無

332 須田 一人 61

気象庁情報基盤部
数値予報課調査官
（気象庁気象研究
所気候・環境研究
部長）

R7.12.19
気象庁情報基盤部
数値予報課調査官

R7.12.19 R8.3.31
気象の数値予報に
関する連絡・調整

R8.3.31 R8.4.1
国立研究開発法人国
立環境研究所

地球環境保全等に関
する調査、研究等

地球システ
ム領域高度
技能専門員

無 無

333 武井 晋 60
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.4.1 株式会社運輸福泉会
損害保険の代理業
務、生命保険の募集
業務等

審議役 無 無

334 竹内 宏幸 60
四国運輸局自動車
交通部長

R8.2.25
四国運輸局自動車
交通部長

R8.2.25 R8.3.31

道路運送事業の発
達、改善及び調整
並びに安全の確保
に係る監査等

R8.3.31 R8.4.1 那賀町 地方公務
住民課会計
年度任用職
員

無 無

335 中山 俊彰 61

北海道運輸局自動
車交通部自動車監
査官（北海道運輸
局自動車交通部
長）

R7.10.25
北海道運輸局自動
車交通部自動車監
査官

R7.10.25 R8.3.31
運送事業者に対す
る監査業務

R8.3.31 R8.4.1
北海道中央バス株式
会社

自動車運送事業等
輸送安全対
策室参与

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

336 福島 眞司 60
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.4.1 成田市 地方公務 副市長 無 無

337 吉田 信博 60
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R8.3.31 R8.4.1 静岡市 地方公務 副市長 無 無

338 脇元 康彰 49
運輸安全委員会事
務局鉄道事故調査
官

- - - - - R8.3.31 R8.4.1 株式会社日立製作所
鉄道関連製品・シス
テムの製造・販売事
業

鉄道ビジネ
スユニット
主任技師

無 無

339 青柳 孝次 60
九州運輸局海事振
興部長

- - - - - R8.4.1 R8.6.1 九州地方港運協会

九州及び山口県内に
ある港運協会との相
互の親睦と業務の相
互連絡

主幹 無 無

340 青柳 孝次 60
九州運輸局海事振
興部長

- - - - - R8.4.1 R8.6.1 関門港運協会

会員である港湾運送
事業者等との相互の
親睦と業務の相互連
絡

主幹 無 無

341 浅田 天地 54
国土交通省水管
理・国土保全局水
政課水利調整室長

- - - - - R8.4.1 R8.6.1
一般財団法人ダム技
術センター

ダムの建設及び管理
の技術・ダムの建設
に伴う用地補償等に
関する調査、研究

総務部次長 無 無

342 穴澤 孝史 60

国土交通省航空局
総務課管財補給管
理室長 併任 国土
交通省航空局予
算・管財室

- - - - - R8.4.1 R8.6.22
一般財団法人航空保
安協会

航空保安施設の維持
管理、空港における
消防警備及び有害鳥
類防除等

総務部長 兼 
経理部長

無 無

343 井上 保晴 60
中部地方整備局名
古屋港湾事務所清
龍丸船長

- - - - - R8.4.1 R8.4.18 三重県 地方公務

三重県立水
産高等学校
専攻科臨時
的任用講師

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

344 植村 忠之 59
国土交通省海事局
付

- - - - - R8.4.1 R8.6.18
一般社団法人日本船
舶品質管理協会

舶用機器等の品質管
理に関する人材育
成、調査研究等

常務理事
（業務担
当）

無 無

345 大澤 二見 53
国土交通省物流・
自動車局安全政策
課保障事業室長

- - - - - R8.4.1 R8.6.1
公益財団法人自動車
情報利活用促進協会

自動車登録のワンス
トップサービス
（OSS）の推進に資
する申請共同利用シ
ステムの運営等

事務局審議
役

無 無

346 大澤 二見 53
国土交通省物流・
自動車局安全政策
課保障事業室長

- - - - - R8.4.1 R8.6.11
公益財団法人自動車
情報利活用促進協会

自動車登録のワンス
トップサービス
（OSS）の推進に資
する申請共同利用シ
ステムの運営等

専務理事 無 無

347 岡井 功 60
四国運輸局海上安
全環境部長

- - - - - R8.4.1 R8.6.1
日本小型船舶検査機
構

小型船舶に係る船舶
検査及び検定の実施
等

品質管理部
長

無 無

348 岡田 英雄 60
中部運輸局総務部
長

- - - - - R8.4.1 R8.6.1
一般社団法人愛知県
トラック協会

トラック事業の適正
な運営及び健全な発
展に資する業務

役員待遇 無 無

349 岡田 英雄 60
中部運輸局総務部
長

- - - - - R8.4.1 R8.6.16
一般社団法人愛知県
トラック協会

トラック事業の適正
な運営及び健全な発
展に資する業務

専務理事 無 無

350 織田 陽一 59
国土交通省海事局
付

- - - - - R8.4.1 R8.6.1
一般財団法人運輸総
合研究所

交通運輸及び観光に
関する研究調査等

主任研究員 無 無

351 柏倉 歩 60

北海道開発局開発
監理部開発調査官
（北海道開発局小
樽開発建設部次
長）

- - - - - R8.4.1 R8.6.1
株式会社IC技術コン
サルタント

建設コンサルタント
業

管理部長 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

352 合羽井 享 60
北海道運輸局海事
振興部長

- - - - - R8.4.1 R8.6.15
ハートランドフェ
リー株式会社

海運業
執行役員海
務部長

無 無

353 川口 宏幸 60
近畿運輸局京都運
輸支局長

- - - - - R8.4.1 R8.6.1
一般社団法人京都府
バス協会

バス事業に関する調
査、研究

課長 無 無

354 川村 竜児 58
国土交通省海事局
付

- - - - - R8.4.1 R8.6.18
一般社団法人日本船
舶品質管理協会

舶用品等の開発に必
要な試験、研究

常務理事
（製品安全
評価セン
ター担当）

無 無

355 栗原 敏光 56
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R8.4.1 R8.6.1
一般財団法人国土技
術研究センター

国土や建設技術に関
する総合的な調査研
究・政策提言

総務部長 無 無

356 古賀 秀策 61

九州運輸局観光部
観光企画課長補佐
（九州運輸局福岡
運輸支局長）

- - - - - R8.4.1 R8.5.11
一般財団法人福岡県
自動車標板協会

自動車登録番号標交
付代行事業、車両番
号標頒布事業及び封
印取付受託業務並び
にそれらに付随する
業務

軽福岡支部
臨時職員

無 無

357 近藤 光則 60 観光庁付 - - - - - R8.4.1 R8.5.25
一般社団法人全日本
ホテル連盟

ホテル等に関する調
査、研究

事務局職員 無 有※

358 山後 公二 56
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R8.4.1 R8.4.2 自営
地域活性化に関する
支援

- 無 無

359 志田 忠広 59

国土地理院北海道
地方測量部長（国
土地理院地理空間
情報部企画調査課
長）

- - - - - R8.4.1 R8.6.1
公益社団法人日本測
量協会

測量、地理空間情報
等に関する調査研究
及び普及啓発

測量技術セ
ンター測量
監理部調査
役

無 無

360 髙原 哲 60
九州運輸局総務部
長

- - - - - R8.4.1 R8.6.16
一般社団法人大分県
自動車整備振興会

自動車整備事業の業
務の適正な運営確保
等

参与 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

361 中富 康宏 60
九州運輸局自動車
技術安全部長

- - - - - R8.4.1 R8.5.1
一般社団法人日本自
動車販売協会連合会

自動車の登録等に係
る代行事業等

福岡県支部
事務局長

無 無

362 中富 康宏 60
九州運輸局自動車
技術安全部長

- - - - - R8.4.1 R8.5.1
福岡県自動車販売店
協会

官庁・関係諸団体と
会員との連絡協調等

事務局長 無 無

363 中富 康宏 60
九州運輸局自動車
技術安全部長

- - - - - R8.4.1 R8.6.1
一般社団法人日本自
動車販売協会連合会

自動車の登録等に係
る代行事業等

福岡県支部
専務理事

無 無

364 中富 康宏 60
九州運輸局自動車
技術安全部長

- - - - - R8.4.1 R8.6.1
福岡県自動車販売店
協会

官庁・関係諸団体と
会員との連絡協調等

専務理事 無 無

365 野元 雅幸 60
九州運輸局鹿児島
運輸支局長

- - - - - R8.4.1 R8.5.20
マルエーフェリー株
式会社

船舶運航事業等
船舶本部安
全管理室室
長

無 無

366 峰本 健正 57
国土交通省海事局
付

- - - - - R8.4.1 R8.6.23
一般社団法人日本中
小型造船工業会

中小型造船業の経営
基盤の強化、技術の
向上等

常務理事 無 無

367 熊谷 和哉 59

環境省大臣官房サ
イバーセキュリ
ティ・情報化審議
官 併任 環境省大
臣官房公文書監理
官

- - - - - R7.7.1 R8.4.1
公益財団法人水道技
術研究センター

水道技術研究の企画
立案

参与 無 無

368 小森 繁 57 環境省大臣官房付 - - - - - R7.7.1 R8.4.1
NTTアノードエナジー
株式会社

エネルギー流通ビジ
ネス（グリーン発
電、アグリゲーショ
ン、電力小売、エン
ジニアリングソ
リューション）

経営企画部
渉外室担当
部長（地域
環境担当）

無 無

369 篠原 栄作 62
会計検査院事務総
長

- - - - - R7.3.31 R8.5.1 株式会社MIRAIASU
貴金属買取、貴金属
精錬分析

顧問 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

求職の承
認の有無
（注３）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先に
おける地位

370 牛島 大輔 42
会計検査院事務総
長官房付

- - - - - R7.7.31 R8.5.1 会計検査院 国家公務
第2局防衛検
査第3課専門
調査官

無 無

371 山野 隆司 59
会計検査院第3局国
土交通検査第3課長

- - - - - R7.12.31 R8.5.1
一般財団法人経済調
査会

価格調査業務、国内
経済に関する調査研
究・普及啓発事業等

参与 無 無

372 鈴木 慶太 60
会計検査院事務総
長官房審議官（第3
局担当）

R7.11.25
会計検査院事務総
長官房審議官（第
3局担当）

R7.11.25 R8.3.31

第3局の重要事項
（国土・環境関
係）の企画及び立
案に参画し、関係
事務を総括整理

R8.3.31 R8.4.1 岩手県 地方公務
代表監査委
員

無 無

373 迚野 泰一 59
独立行政法人造幣
局貨幣部長 兼 研
究所長

- - - - - R8.3.31 R8.4.1 独立行政法人造幣局
独立行政法人造幣局
の業務（貨幣部等）
の掌理

理事 無 無

374 大津 俊哉 60
独立行政法人国立
印刷局理事長

- - - - - R7.7.9 R8.4.1
合同会社リージョナ
ル・クリエーション

コンサルティング業 代表 無 無

375 大津 俊哉 60
独立行政法人国立
印刷局理事長

- - - - - R7.7.9 R8.4.1
東京海上日動火災保
険株式会社

損害保険事業等 顧問 無 無

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

離職前の求職開始日とは、以下に掲げる日のいずれか早い日をいい、該当する日がなかった場合には、「離職前の求職開始日」欄に「-」と記載し、「離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容」欄に、「-」と記載
している。
①再就職先に対し、再就職を目的として、最初に自己に関する情報を提供した日
②再就職先に対し、再就職を目的として、最初に当該再就職先の地位に関する情報の提供を依頼した日
③再就職先に対し、最初に当該再就職先の地位に就くことを要求した日

「求職の承認」とは、国家公務員法第106条の３第２項第４号の規定に基づく承認及び独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第106条の３第２項第４号の規定に基づく承認をいう。

「官民人材交流センターの援助」とは、以下の①又は②をいう。
①該当する再就職に関して官民人材交流センターの職員がその職務として行った国家公務員法第106条の２第１項に規定する行為（独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第18条の５第１項及び同法第18条の６第１項の規定に
基づいて官民人材交流センターの職員がその職務として行った当該行為を含む。）
②官民人材交流センターが、国家公務員法第18条の５第１項及び第18条の６第１項の規定に基づき、早期退職募集制度（国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182号）第８条の２第５項）による認定を受けた者又は受ける予定である者に対し、民間
の再就職支援会社を活用して実施した再就職支援（該当する者は「有※」と記載）

「国家公務員法第106条の24第２項等の規定に基づく届出」には、独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第106条の24第２項の規定に基づく届出が含まれる。
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自 至

1 湯浅 誠 60
警視庁刑事部刑事
総務課長

- - - - - R6.8.26 R8.4.1
株式会社ジェイエス
ティー

コンサルタント業 顧問 無 無

2 荻原 勲 60
秋田県警察本部生
活安全部長

- - - - - R7.3.7 R8.4.1 イオン東北株式会社 総合小売業

イオンスー
パーセン
ター本荘店
契約社員

無 無

3 宮島 秀和 60
富山県富山中央警
察署長

- - - - - R7.3.25 R8.4.1
北陸綜合警備保障株式会
社

警備業
経営管理部
長

無 無

4 安里 準 60
沖縄県警察本部刑
事部長

- - - - - R7.3.26 R8.4.1 沖縄電力株式会社 電力供給事業等 参与 無 無

5 生原 敬 60
徳島県徳島中央警
察署長

- - - - - R7.3.31 R8.4.1 株式会社徳島大正銀行 金融業

リスク・コ
ンプライア
ンス部 兼 
総務部参事

無 無

6 眞崎 俊行 59
福岡県警察本部刑
事部長

- - - - - R7.9.25 R8.4.1 社会医療法人雪の聖母会 医療事業
聖マリア病
院救急業務
室長

無 無

7 虻川 誉 60
警視庁刑事部刑事
総務課長

- - - - - R8.3.9 R8.4.1 日本航空株式会社 運輸業 専門嘱託 無 無

8 大田 晃央 60
警視庁第八方面本
部長 兼 警務部参
事官

- - - - - R8.3.9 R8.4.1 野村證券株式会社 証券業 顧問 無 無

9 大嶺 忍 60
警視庁生活安全部
参事官

- - - - - R8.3.9 R8.4.1 ALSOK株式会社 警備業
特別業務部
長 兼 特別
渉外室長

無 無

【３－２ 特定地方警務官（注）に係る届出関連】

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の
求職開始

日

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容

離職日 再就職日 再就職先の名称
再就職先の業務内

容
再就職先に
おける地位

求職の
承認の
有無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の
求職開始

日

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容

離職日 再就職日 再就職先の名称
再就職先の業務内

容
再就職先に
おける地位

求職の
承認の
有無

10 小池 康弘 60
警視庁第四方面本
部長 兼 警務部参
事官

- - - - - R8.3.9 R8.4.1 一般財団法人自警会 会員の厚生共済等
東京警察病
院病院局長

無 無

11 坂本 守 60
警視庁赤坂警察署
長

- - - - - R8.3.9 R8.4.1
一般社団法人日本自動車
連盟

交通知識の向上、
交通安全及び環境
改善の推進

本部ロード
サービス部
付

無 無

12 七髙 徹 60
警視庁地域部参事
官

- - - - - R8.3.9 R8.4.1 警視庁職員信用組合 金融業 常務理事 無 無

13 清水 正太郎 60 警視庁地域部長 - - - - - R8.3.9 R8.4.1 警視庁職員互助組合 職員の福利厚生 事務局長 無 無

14 四郎園 文明 60
警視庁八王子警察
署長

- - - - - R8.3.9 R8.4.1 警視庁職員信用組合 金融業 参事 無 無

15 田浦 善之 60
警視庁警察学校副
校長

- - - - - R8.3.9 R8.4.1 AGC株式会社 窯業 総務部主幹 無 無

16 谷本 信也 60
警視庁刑事部国際
犯罪対策課長

- - - - - R8.3.9 R8.4.1
富士フィルムビジネスイ
ノベーション株式会社

オフィスソリュー
ション事業等

渉外担当マ
ネージャー

無 無

17 長谷川 博省 60
警視庁丸の内警察
署長

- - - - - R8.3.9 R8.4.1
イオンディライト株式会
社

ファシリティマネ
ジメント事業

渉外部長 無 無

18 林 正己 60
警視庁交通部参事
官

- - - - - R8.3.9 R8.4.1 株式会社三井住友銀行 金融業 参事役 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の
求職開始

日

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容

離職日 再就職日 再就職先の名称
再就職先の業務内

容
再就職先に
おける地位

求職の
承認の
有無

19 横山 和子 60
警視庁築地警察署
長

- - - - - R8.3.9 R8.4.1 警察共済組合
年金や福祉事業に
関する業務

ホテルグラ
ンドアーク
半蔵門副総
支配人

無 無

20 吉岡 寿彦 60
警視庁第七方面本
部長 兼 警務部参
事官

- - - - - R8.3.9 R8.4.1
一般財団法人全日本交通
安全協会

交通安全事業
安全対策部
長

無 無

21 吉田 知成 60 警視庁警察学校長 - - - - - R8.3.9 R8.4.1
一般社団法人東京都警備
業協会

犯罪抑止・治安維
持に関する啓蒙活
動・教育事業

専務理事 無 無

22 川口 光浩 60
千葉県警察本部総
務部長

- - - - - R8.3.16 R8.4.1 千葉県信用保証協会
中小企業等の賃金
貸付等における信
用保証業務

専務理事 無 無

23 小林 淳一 60
千葉県市川警察署
長

R8.3.3
千葉県市川警察署
長

R8.3.3 R8.3.16

管轄区域内におけ
る警察事務の掌理
及び所属職員の指
揮監督

R8.3.16 R8.4.1
一般社団法人千葉県指定
自動車教習所協会

自動車教習所運営
の合理化に関する
調査研究等

専務理事 無 無

24 山口 好弘 60 千葉県柏警察署長 - - - - - R8.3.16 R8.4.1 清水建設株式会社 建設業
千葉支店参
与

無 無

25 飯塚 宏司 60
神奈川県相模原警
察署長

R8.1.20
神奈川県相模原警
察署長

R8.1.20 R8.3.19

管轄区域内におけ
る警察事務の掌理
及び所属職員の指
揮監督

R8.3.19 R8.4.1 横浜市 地方公務
にぎわいス
ポーツ文化
局参事

無 無

26 田中 守 60

埼玉県警察さいた
ま市警察部長 兼 
埼玉県警察本部警
務部参事官 兼 埼
玉県警察第一方面
本部長

R8.1.29

埼玉県警察さいた
ま市警察部長 兼 
埼玉県警察本部警
務部参事官 兼 埼
玉県警察第一方面
本部長

R8.1.29 R8.3.19

市警察部及び方面
本部における事務
の掌理並びに所属
職員の指揮監督

R8.3.19 R8.4.1 株式会社ゆうちょ銀行 金融業

マネー・
ローンダリ
ング対策部
参事

無 無

57



自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の
求職開始

日

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無所属・官職

在職期間

職務内容

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容

離職日 再就職日 再就職先の名称
再就職先の業務内

容
再就職先に
おける地位

求職の
承認の
有無

27 谷川 裕保 60
埼玉県大宮警察署
長

R8.1.26
埼玉県大宮警察署
長

R8.1.26 R8.3.19

管轄区域内におけ
る警察事務の掌理
及び所属職員の指
揮監督

R8.3.19 R8.4.1 株式会社かんぽ生命保険 保険業
調査役（関
東エリア本
部）

無 無

28 岩城 孝志 60
鹿児島県警察本部
交通部長

R8.2.16
鹿児島県警察本部
交通部長

R8.2.16 R8.3.26
交通警察等に関す
る部務の掌理

R8.3.26 R8.4.1 鹿児島県遊技業協同組合
遊技業の技術の改
善向上業務及び法
令知識教育業務

専務理事 無 無

29 奥村 直樹 60
奈良県警察本部刑
事部長

R7.11.12
奈良県警察本部刑
事部長

R7.11.12 R8.3.27
刑事警察等に関す
る部務の掌理

R8.3.27 R8.4.1 奈良市 地方公務
法令遵守監
察監

無 無

30 尾塚 政一 60
長崎県佐世保警察
署長

- - - - - R8.3.27 R8.4.1 セコム株式会社 警備業
長崎統轄支
社警察担当
顧問

無 無

31 小泉 辰也 60
茨城県水戸警察署
長

- - - - - R8.3.27 R8.5.1 新安全警備保障株式会社 警備業 顧問 無 無

32 田口 愼治 60
岐阜県岐阜中警察
署長

R8.1.28
岐阜県岐阜中警察
署長

R8.1.28 R8.3.27

管轄区域内におけ
る警察事務の掌理
及び所属職員の指
揮監督

R8.3.27 R8.4.1 岐阜市 地方公務

行政部内部
統制統括審
議監 兼 危
機管理部危
機管理審議
監

無 無

（注） 特定地方警務官（警視正以上の階級にある都道府県警察の警察官（以下「地方警務官」という。）のうち、その属する都道府県警察において巡査の階級から順次警視の階級まで昇任し、引き続き地方警務官となった者及びこれに準ずるもの
として国家公安委員会規則で定める者をいう。）については、警察法（昭和29年法律第162号）第56条の３の規定に基づき、国家公務員法第106条の２の規定に基づく再就職のあっせんの規制は適用しないこと等とされている。
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